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はじめに 

 

グローバル化が進む中で、人口の高齢化に対応した持続可能な経

済・財政運営が、我が国はもとより諸外国においても重要な政策課題と

なりつつある。そうした中で、特に我が国は他国に例を見ない急速な高

齢化に直面しているにも関わらず、一方で膨大な債務を抱え財政の持

続可能性に不安を有しており、安定的な経済成長と持続可能な財政

構造の実現に向けて、大胆な財政改革の断行に待ったなしで取り組む

必要がある。 

また、こうした深刻な財政状態が続く中で、公と私のけじめを欠いた

財政への依存意識を背景に、談合事件を始めとする様々な問題が生

じていることは、極めて遺憾である。財政規律の弛緩・欠如を放置する

ことなく、将来の世代への責任を果たし得る国家財政の運営がなされ

なければならない。 

こうした認識の下、当審議会は、我が国財政運営のあり方と、歳出

改革の基本的考え方についての審議結果をとりまとめた。本建議を踏

まえ、今後の歳出・歳入一体改革、さらに平成２０年度予算編成に向

けて、活発な議論が行われることを期待する。 
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Ⅰ 財政運営のあり方 

 

１．我が国の財政運営のあり方 

 

（１） 我が国における財政健全化の必要性 

 世界経済が順調に拡大する中で、我が国においても息の長い景気回

復が続いている。そうした中で平成１９年度予算においては税収の大幅

な伸びが見込まれ、一方で歳出の抑制努力を徹底して行うことによっ

て、新規国債発行額は前年度と比較して４．５兆円減額され、財政の

健全化に一定の進展が見られている。 

しかしながら、それでもなお新規国債発行額は２５兆円を超え、依然

として歳出の３割以上を国債発行に依存し、さらにそのうちの８割が赤

字国債によって賄われ、債務の累増に歯止めがかからない状態にある。

すでに「バブル経済」の時期から約２０年、１９９７年の金融危機からも

約１０年が経過し、我が国経済は、バブル崩壊や金融危機への対応に

追われる異常な局面から脱却し、正常な状態を回復してきた。一方で、

財政面では、景気の拡大が続き、税収が大幅に増加する中においても、

なお大幅な財政赤字が生じ、大きな負担を将来世代に先送りする異

常な状態が続いているのである。 

２００５年に我が国の人口は減少に転じ、いわゆる「団塊の世代」の

退職がいよいよ始まるなど、高齢化による経済・社会への影響は様々

なかたちで現実化し、財政面では、社会保障のための支出の増加が本

格化しつつある。そうした中で、国債だけで対ＧＤＰ比１０５％、国と地方

合わせて対ＧＤＰ比１４８％もの膨大な過去の債務が存在することは、
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我が国の経済・財政運営が将来にわたって持続可能であることへの信

認を損ないかねない大きなリスクとなる。 

幸いにも、現在のところ、膨大な債務の存在による国民生活への影

響は顕在化していないが、高齢化が進む中で、今後とも我が国が安定

的な経済成長を続けていくためには、経済の生産性向上のために資金

が向かうとともに、国債の信認が維持されることが極めて重要である。ま

た、「平成１９年度予算の編成等に関する建議」（平成１８年１１月２２

日、以下「１１月建議」）においても指摘したように、国民全体の「受益」

が「負担」を上回る「中福祉－低負担」とも言うべきアンバランスな状態

は、将来世代への負担の先送りを止めるために、速やかに是正する必

要がある。こうした状況を踏まえれば、我が国において、今後とも安定

的な経済・社会の発展を実現するために、財政健全化に向けた取組

みの歩みを、いささかでも緩めるようなことがあってはならない。 

 

（２） 諸外国における取組み〔資料Ⅰ―１、２参照〕 

人口の高齢化は、主要先進国において共通の課題である。将来に

おいて、社会保障のための支出が急増し、財政が維持できなくなるリス

クに対しては、各国とも警戒感を強めている。そのため、２１世紀に入っ

てから、多くの主要先進国において、将来の人口の見通しを踏まえた

長期にわたる財政の推計が行われている1。 

例えば、米国では、２０１２年までの財政収支均衡が財政健全化の

目標とされているが、２０５０年～２０８０年まで見通した長期の財政推

計において、２０１０年代以降、ベビーブーム世代の退職が進むことによ

                                  
1 諸外国における長期財政推計の取組みについては、下記の HP を参照。 

http://www.mof.go.jp/singikai/zaiseseido/siryou/zaiseib190516/01.pdf 

3

http://www.mof.go.jp/singikai/zaiseseido/siryou/zaiseib190516/01.pdf


 

って、医療費を中心に大きな歳出増加圧力が生じることが示されてい

る。これを踏まえ、ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）のバーナンキ議長は、

連邦政府の財政の現状を「嵐の前の静けさ」に喩え、早期に意義のあ

る行動をとるよう警告している。 

また、英国では、毎年度の予算編成に当たって、財政の長期的な持

続可能性の検証が義務付けられており、今後３０年～５０年間の長期

の財政推計が、財政の規律を保つ上で一定の役割を果たしている。 

さらに、ＥＵにおいては、加盟２５ヶ国それぞれについて、人口高齢化

による歳出増を踏まえた上で２０５０年までの財政推計を行い、債務残

高が安定的に推移するためにどの程度の収支改善が必要であるかを、

定量的な「安定化ギャップ」の値として示している。また、今後５年間現

状を放置して財政健全化努力を先送った場合に、将来において追加

的に必要となる「先送りのコスト」を定量的に示し、将来に向けて、早め

早めに対応することが、将来の国民の負担を軽減することに直結する

旨を明らかにしている。 

ＥＵ諸国においては、こうした分析を踏まえ、長期にわたり債務残高

の対ＧＤＰ比を安定的に推移させることを念頭に置きつつ、基本的に財

政収支の均衡を財政健全化の中期的な目標として設定し、その実現

を目指す財政運営が行われている。 

これらの取組みは、「将来世代に負担を先送りしない」というだけにと

どまらず、将来世代において生じることとなる負担を見極め、それを先

取りした対応を現時点で行おうとするものであり、人口の高齢化に対応

した経済・財政運営のあり方を考える上で、多くの示唆を含むものと言

える。 
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（３） 我が国の財政健全化に向けた基本的考え方〔資料Ⅰ―３参照〕 

我が国においては、２０１０年代に入り、人口の構造が大きく転換する

局面に差し掛かり、いわゆる「団塊の世代」が基礎年金の受給年齢を

迎え、さらに２０２０年代にかけて、一人当たりの医療・介護のための費

用が急増する７０歳を上回る年齢となる。 

当面の財政健全化の目標としては、まずは２０１１年度のプライマリ

ー・バランスの黒字化が掲げられているが、その後もさらに高齢化が進

展することを踏まえれば、この目標を２０１１年度に実現しても、それ以

降にさらに社会保障のための歳出が増加し、再び収支が悪化しかねな

い。 

また、財政健全化に向けては、債務残高をＧＤＰ比で安定的に引き

下げていかなければならないが、そのためには、単にプライマリー・バラ

ンスを均衡させるだけではなく、さらに改善させる努力を続けていくこと

が必要となる。 

本年１月に閣議決定された「日本経済の進路と戦略」（平成１９年１

月２５日閣議決定、以下「進路と戦略」）においては、財政健全化の目

標として、２０１１年度には国・地方のプライマリー・バランスを確実に黒

字化させ、国のプライマリー・バランスについてもできる限り均衡を回復

させることを目指すこととされ、さらに２０１０年代半ばにかけては、収支

改善努力を継続し、国・地方それぞれの債務残高ＧＤＰ比の発散を止

め、安定的に引き下げることを目指すこととされている。 

こうした目標の実現に向けて、「進路と戦略」においては、今後５年間

で、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年

７月７日閣議決定、以下「基本方針２００６」）で示された歳出改革の内

容を計画的に実施することとされ、また今後の予算編成に当たっては、
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景気を支えるために政府が需要を積み増す政策はとらず、税の自然増

収は安易な歳出等に振り向けないで将来の国民負担の軽減に向け、

新たに必要な歳出を行う際は、原則として他の経費の削減で対応する

等の考え方が示されている。さらに、それでも対応しきれない社会保障

や少子化などに伴う負担増に対する安定的な財源を確保し、将来世

代への負担の先送りを行わないようにするとの考え方が示されている。 

安倍総理の施政方針演説（平成１９年１月２６日）では、これらを踏

まえた上で、「本年秋以降、本格的な議論を行い、１９年度を目途に、

社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しなどを踏まえつつ、

その費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を

含む税体系の抜本的改革を実現させるべく、取り組んでまいります。」と

されている。 

今後、歳出・歳入一体改革を進めていくに当たっては、高齢化の進

展に真正面から向き合い、「進路と戦略」に示された予算編成の原則

を踏まえつつ、政府の掲げる財政健全化の目標を、確実に実現してい

くための道筋を明らかにすることが望まれる。その際には、諸外国にお

ける財政の長期推計の取組みも参考にしつつ、高齢化の進展を踏まえ

た中長期的な観点からの財政のあるべき姿を念頭に置く必要があり、さ

らに、早期の対応が将来的な国民の負担を小さくすることにも十分に留

意しなければならない。 
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２．歳出改革に向けた基本的考え方 

 

（１） 歳出改革に向けた基本的考え方 

「基本方針２００６」においては、今後の各分野における中期的な歳

出改革の取組みとして、国・地方合わせて、今後５年間の現行制度の

下で見込まれる歳出の伸び等を踏まえた自然体の歳出の姿から１４．

３～１１．４兆円の削減を行うことが決定された〔資料Ⅰ―４〕。平成１９年

度予算においては、この計画に沿って、徹底した歳出削減が行われた

ところである。 

さらに、特別会計改革については、「簡素で効率的な政府を実現す

るための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号、以

下「行政改革推進法」）の内容を実施に移すため、本年３月に「特別会

計に関する法律」（平成１９年法律第２３号）が制定され、これらにおい

て、特別会計の統廃合や事務及び事業の見直し、歳出の効率化・合

理化や明確な必要性のない剰余金等の財政健全化への活用等の方

針が定められている。 

こうした考え方を踏まえ、今後の歳出・歳入一体改革を進めていくに

当たっては、歳出改革を引き続き計画的に実施していく必要があり、平

成２０年度予算においても、最大限の歳出削減に向けた努力を徹底し

て行っていく必要がある。 

 

（２） 公務員人件費 

極めて深刻な財政事情の下、公務員人件費の改革を推進していくこ

とが不可欠である。 
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「１１月建議」でも述べた通り、国家公務員の給与については、民間

賃金の地域差をより公務員給与に反映させることを始めとする給与構

造の抜本的改革が、２００６年度から２０１０年度までに段階的に実施さ

れるとともに、昨年８月の人事院勧告から、比較対象企業規模の１００

人から５０人への見直し等の官民給与の比較方法の見直しが行われて

いる。また、国家公務員の定員については、行政機関において、５年間

で▲５．７％以上の純減目標の達成に向けて、平成１９年度予算で前

年度を大幅に上回る▲２，１２９人の純減が確保されたところである。平

成２０年度においても、公務員人件費の抑制について、これまでの改革

を緩めることなく、予算編成を行っていく必要がある。 

地方公務員については、後述の通り、地方財政計画上の給与関係

経費を厳しく抑制していくことに加え、実際に各団体が支給する給与水

準を含めて、今後更なる改革を進める必要がある。 

 

（３） 独立行政法人向け財政支出の抑制 

独立行政法人については、これまで国の研究所や特殊法人等の独

立行政法人化が進められた結果、法人数は１０１となり（２００７年４月

現在）、国からの財政支出は約３．５兆円となっている（平成１９年度予

算）。 

独立行政法人制度は、中期目標期間の終了時に各法人の組織・業

務をゼロベースで見直す仕組みであり、平成１９年度予算では、国の歳

出の縮減を図る見地から、対象法人が徹底して見直され、これに対す

る財政支出も一段と厳しく削減された。平成２０年度予算においても、

官と民の役割分担、業務運営の一層の効率化、運営費交付金等への

依存度の縮減等のあらゆる観点から組織・業務の全般にわたる徹底し
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た見直しを行い、独立行政法人に対する財政支出を厳しく抑制すべき

であり、法人の整理合理化に当たっても、事務・事業の廃止・縮小など

支出抑制にも資する取組みがなされるべきである。 

 

（４） ＰＤＣＡサイクルの機能強化 

限られた財政資金の効率的・効果的活用のためには、「Ｐｌａｎ（予算

編成）－Ｄｏ（予算の執行）－Ｃｈｅｃｋ（評価・検証）－Ａｃｔｉｏｎ（予算へ

の反映）」のサイクルに従って、予算がどのように執行され、どのような

成果が得られたのかを検証し、その後の予算編成に活用することが重

要である。このような取組みは、財政の透明性及び説明責任の向上に

もつながるものと考えられる。 

こうした観点から、予算編成に当たっては、財務省が行う予算執行

調査の結果を的確に反映するとともに、決算、会計検査院の決算検査

報告、各府省の行う政策評価等を積極的に反映・活用し、予算の質の

向上・効率化を図るべきである。 

さらに、予算書、決算書について、財政の透明性の向上を図るととも

に、ＰＤＣＡサイクルをより機能させ、予算の一層の効率化を図る観点

から、その表示科目と政策評価における政策とを原則として対応させる

ことにより、予算・決算と政策評価の連携強化をさらに進める方向で見

直しを行い、平成２０年度予算から実施すべきである。 

また、成果を検証するために、政策評価に当たって、政策の目的を

明確に記述し、可能な限り定量的で、政策のもたらす価値を測定でき

る目標を設定するなど、政策評価の質の向上を図る必要がある。 
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（５） 公会計情報の一層の充実・活用 

企業会計の考え方を活用した財務書類については、「国の財務書

類」の作成・公表等により体系の整備がなされたが、さらにこうした財務

書類が十分に活用され、その本来の機能が果たされるようにしていくこ

とが重要であり、当審議会が取りまとめた「公会計整備の一層の推進に

向けて～中間取りまとめ～」（平成１８年６月１４日）における提言に沿っ

て、財政の効率化・適正化に向けた財務情報の活用の促進等に向け

て引き続き取り組むべきである〔資料Ⅰー５参照〕。 
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Ⅱ 各分野における歳出改革への取組み 

 

１．社会保障 

 

（１） 総論 

ア．社会保障給付と負担のバランスの確保 

高齢化の進展等に伴い、社会保障給付は、医療・介護を中心に、

引き続き経済の伸びを上回って増大する見込みであり、そのための

保険料・税負担も同様に大きく増大していくことが見込まれている。 

今や、「団塊の世代」が高齢者となり給付の増加に拍車をかける

時期が、目睫の間に迫っている。このまま社会保障給付の伸びを放

置すれば、社会保障制度自体の維持が困難になると考えられる状

況であり、給付と負担について不断の見直しを行い、制度自体を持

続可能なものとしていくことが重要である。 

その際、給付と負担の具体的な水準については、国民的な議論

の中で選択していく必要があるが、いずれにしても、両者は表裏一体

であることを示しつつ、できる限り早期に給付と負担のバランスを確

保する必要がある。 

イ．社会保障と財政 

社会保障関係費は、国の一般歳出の半分に近づきつつあり、我

が国の財政で、近年の最大の歳出増加要因である。 

前述の諸外国における長期の財政推計の取組みにおいても、各

国とも高齢化等により伸びていく社会保障関係の支出に強い関心が
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払われており、長期的な財政の持続可能性を大きく左右するものと

なっている。 

こうした構図は、我が国においても例外ではなく、財政全体の持続

可能性の確保に向けて、社会保障関係費の抑制努力は不可避で

ある。 

特に、財政赤字が多額に上る現状において、給付のために必要

な公費負担が現世代が負担する税財源で十分に賄われていないこ

とは、重く受け止める必要がある。「１１月建議」における試算で示さ

れたように、将来世代の負担増をできる限り抑制し、また、世代間の

公平を確保する観点からは、給付の抑制に加え、現世代の負担の

先送りを早急に止めることが重要である。 

ウ．改革の視点 

以上のように、社会保障制度自体及びそれを支える財政の双方

の持続可能性を確保する観点から、制度の聖域なき不断の見直し

を行う必要があるが、その際には、これまでも当審議会で提起してき

たように、 

・ 将来の国民負担の上昇を極力抑えていくために、医療・介護等の

サービスコストを抑制 

・ 公的分野が関わるべき内容・範囲を、個人で対応することが困難

なものなど真に必要なものに重点化 

・ 高齢者を一律に弱者と捉えるのではなく、年齢を問わず負担能力

に応じて公平に負担をしていく仕組みに見直し 

といった視点からの精査が重要である。 
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エ．当面の課題 

「基本方針２００６」においては、「過去５年間の改革（国の一般会

計予算ベースで▲１．１兆円（国・地方合わせて▲１．６兆円に相

当）の伸びの抑制）を踏まえ、今後５年間においても改革努力を継続

する」とされたところである。 

この過去５年間の国費削減▲１．１兆円は制度改革により実現さ

れており、「基本方針２００６」に示された今後の国費削減についても、

制度改革により確実に達成する必要がある。平成２０年度において

も、｢基本方針２００６｣に示された方針に沿って、医療等を中心に、

給付の伸びを抑制する必要がある。 

また、今秋以降に行われる税制改革の本格的・具体的な議論に

おいて、今後とも増加する社会保障給付等について、基礎年金国庫

負担割合の引上げのための財源も含め、安定的な財源を確保し、

将来世代への負担の先送りを行わないよう取り組む必要がある。 

 

（２） 医療 

ア．医療給付費等の動向 

医療については、２００６年度の医療制度改革及び診療報酬改定

により医療給付費の一定の抑制が図られる見通しであるが、今後、２

００８年度施行分の施策を含め、その着実な実施を図ることにより、

給付抑制の見通しを達成していく必要がある。 

しかしながら、それでもなお、今後更なる改革を行わなければ、医

療給付費は２０１５年度までの９年間で１．３倍となり、特に高齢者医

療給付費については１．５倍となる見込みであるなど、引き続き経済
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の伸びを上回る増大が見込まれている。その結果、保険料・税負担

といった国民負担も大幅に増大していくことになる。今後とも、「団塊

の世代」の高齢化などを背景に現役世代の減少が続くことが見込ま

れている中で、現役世代の負担が過度なものとならないようにし、将

来にわたり医療保険制度を持続可能なものとしていくためには、早急

に更なる改革に取り組む必要がある。 

また、財政面からみると、厳しい財政事情の下、２００７年度の医

療費国庫負担は８．４兆円に上り、社会保障関係費の約４割を占め

ている。今後、高齢化の進展に伴い、公費負担割合の高い高齢者

医療給付費が増大することにより、公費負担の比重が高まっていくこ

とが見込まれており、財政健全化の観点からも、医療に係る国庫負

担の抑制が課題となっている。このため、医療給付費の伸びの抑制

とともに、医療保険制度における国庫負担のあり方についても検討し

ていく必要がある。 

イ．医療制度の現状と課題 

我が国の医療制度の現状をみると、以下のような課題があり、今

後の改革に当たっては、こうした現状と課題を踏まえつつ検討を進め

る必要がある。 

① 医療のコスト構造 

高齢者医療費は高齢化の進展（高齢者数の増加）により今後と

も大幅な増大が見込まれているが、一人当たり医療費でみても若

人の約５倍となっており、諸外国の２～４倍に比べ高水準にある。

さらに、都道府県別にみても最大で１．５倍の格差があることを踏

まえれば、是正余地は大きいと考えられる。 

また、諸外国と比較して、病床数が多く（諸外国の２～４倍）、入
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院日数が長い（諸外国の３～６倍）、外来患者の受診回数が多い

（諸外国の２～５倍）、高額医療機器数が多い（ＣＴやＭＲＩはＯＥＣ

Ｄ加盟国中最多）といったことに加え、引き続き医療機器に相当の

内外価格差があるといった医療費水準の押上げ要因も多く存在し

ており、こうした点も是正していく必要がある。 

② 医薬品のコスト構造 

後発品の使用状況をみると、数量ベースで１６．８％（２００４年

度）であり、米国・英国・ドイツの３分の１程度にとどまっている。先

発品と後発品では成分や効能が同じでも１．５倍～３倍の価格差

があり、先発品を使用すれば、その分、患者負担に加え、保険料・

税負担も増加することになる。現在、保険給付されている｢後発品

のある先発品｣は金額シェアで３６％（２００５年の調査）もあり、単

純に機械的な試算をすれば、これにより国民の負担が全体で約１．

３兆円（患者負担：約０．２兆円、保険料負担：約０．６兆円、公費

負担：約０．４兆円）重くなっている。このように、薬剤費の削減余

地は大きいと考えられ、後発品の使用促進のための方策をさまざ

まな観点から検討する必要がある。 

さらに、薬局で自費購入できる一般用医薬品と成分が同じであ

るにもかかわらず保険適用されている医療用医薬品があるが、こ

うした市販類似薬まで保険財源で賄うことは適当かという問題が

ある。また、医療用医薬品の飲み残しの問題も指摘されている。 

③ 医療のＩＴ化 

現在、レセプト・カルテの電子化等医療のＩＴ化が進められている

ところであるが、これをコストの是正や国民負担の軽減に確実につ

なげる必要がある。具体的には、医療機関における事務の効率化、
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保険者や審査支払機関における審査の効率化、医療の標準化

等に向けたデータ整備などに結びつけていくことにより、費用を上

回る効果を上げていく必要がある。 

④ 医師確保への対応 

特定の地域や診療科等におけるいわゆる医師不足問題につい

ては、その要因分析を行いつつ、的確に対応していく必要がある。 

特に、例えば、病院勤務医が開業医に比べ厳しい勤務環境に

あることや、小児科医不足の問題も専ら小児救急病院の勤務医

の負担の問題であることなどを踏まえれば、医師不足を一律に論

ずるのではなく、区々の状況に応じた対応を検討することが重要で

ある。 

その際、開業医が期待されている役割を担っているか再評価す

るとともに、病院における医師、看護師などの医療従事者等の役

割分担の見直し等も行うことにより、コストの抑制を図りつつ、医師

確保問題に対応していくことが必要である。 

ウ．今後の改革の方向性 

上記の通り、我が国の医療給付費の動向や厳しい財政事情など

を踏まえれば、医療給付の抑制は喫緊の課題であり、持続可能な医

療保険制度の構築のためにも、財政健全化のためにも、制度改革に

裏打ちされた確実な国民負担の削減を行っていく必要がある。 

このため、今後、「基本方針２００６」や医療制度が抱える課題を

踏まえつつ、 

・ 医療サービス提供コストの縮減・合理化を進める 

・ 公的給付の範囲を真に必要なものに重点化を図る 
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・ 年齢を問わず負担能力に応じ公平に負担する 

等の改革に取り組み、保険料・税で負担する医療給付費の抑制等

に取り組んでいく必要がある。 

その際、まず、医療サービス提供コストの縮減・合理化に当たって

は、厚生労働省において医療コストの効率化のためのプログラムが策

定されたところであるが、給付の具体的な抑制につながるよう、より効

率的・効果的な政策手段について引き続き検討を進め、必要に応じ、

政策手段の見直しを行っていくことが重要である。 

さらに、２００８年度に創設される新たな後期高齢者医療制度にお

ける診療報酬体系については、長期入院や頻回受診などの高齢者

医療の現状等を踏まえ、制度の持続可能性を確保する観点から、

効率化を図っていく必要がある。 

また、公的給付の範囲の重点化や負担能力に応じた公平な負担

の確保については、当審議会としても、そのための具体的な方策に

ついて、これまでも様々な指摘を行っているところであり、引き続き聖

域なく検討していく必要がある〔資料Ⅱ―1 参照〕。その際、諸外国の医

療制度においても様々な取組みが行われているところであり、我が国

の財政状況が主要先進国中最悪の水準にあること、また、我が国に

おいては、今後も、諸外国を上回る高齢化の進展が見込まれること

も踏まえ、諸外国の医療制度の例も参考しながら検討を進めること

が重要である〔資料Ⅱ―２参照〕。 

 

（３） 生活保護 

生活保護は、最後のセーフティネットとしての機能を有するものであ

るが、扶助基準や執行状況によっては、モラルハザードを生じかねず、
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かえって被保護者の自立を阻害する一方、一般低所得世帯等の不公

平感をもたらす懸念もあり、ひいては社会の健全な発展にも影響を及

ぼしかねない。 

また、今後とも社会保障制度の改革を継続していくに当たり、生活保

護もその例外ではなく、「基本方針２００６」においても、抜本的な改革

の必要性が指摘されているところである。 

当審議会としても、既に「１１月建議」において、生活保護の改革に

向けて、 

・ 生活扶助基準の水準 

・ 生活扶助基準の設定及び算定方法 

・ 生活扶助基準の改定方式 

・ 各種加算 

・ 級地 

・ 資産・能力の活用 

・ 保護からの早期脱却の促進 

・ 医療扶助の見直し 

等の広範にわたる論点について、見直しの基本的な方向性に関する指

摘を行ったところである〔資料Ⅱ―３参照〕。 

こうした観点も踏まえ、平成１９年度予算においては、生活保護につ

いて、 

・ 居住用不動産を有する高齢者に対し、生活保護に優先してリバー

スモーゲージを適用 

・ 母子加算について、就労支援策を講じつつ、３年間で段階的に廃止 

等の改革が実施されたところであるが、平成２０年度予算においても、

残された課題等について、引き続き改革に取り組んでいく必要がある。 
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（４） 介護 

介護保険については、２０００年の制度創設以来、高い給付費の伸

びが続いており、これを支える保険料・税負担の水準も増大している。 

２００６年５月の厚生労働省試算によれば、介護給付費は、今後とも

経済の伸びを大きく上回って増大し、２０２５年度までに、金額で約２．

６倍、対国民所得比で約１．７倍に増加することが見込まれている。仮

に、こうした給付の伸びを放置すれば、介護給付のための保険料・税負

担を継続的かつ大幅に引き上げていかざるを得ない。 

また、給付の状況を見ると、例えば、一人当たり給付費については、

大きな地域格差が見られるところであるが、施設利用率の高い地域ほ

ど高齢者一人当たり給付費が高くなる傾向にある。また、要介護認定

率については、特に要介護２以下の軽度者について、大きく伸びている

ところであるが、軽度者ほど認定率の地域格差が大きくなっている。 

こうした状況を踏まえれば、保険料や税負担といった国民の負担が

過度に重いものとならないようにし、制度を持続可能なものとしていくた

めには、介護給付費の抑制に取り組むことは不可避であり、次期事業

計画（２００９年度～２０１１年度）に向けて、 

・ サービス提供コストの縮減・合理化 

・ 利用者負担や公的保険給付の範囲の見直し 

等の改革を進めていく必要がある。 

また、要介護認定の適正化・厳格化や不正請求のチェック強化など

公正で効率的な介護保険運営を確保するための改革や、地域社会に

根ざした介護を一層推進していくための改革に取り組んでいく必要があ

る。なお、介護予防サービスについては、まずはその費用対効果を検

証していくことが重要であり、その結果を踏まえ必要な対応を検討して
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いくべきである。 

 

（５） 年金 

現在、年金記録が問題となり、国民の年金制度に対する不安感が

改めて高まっている。年金制度は国民の信頼があってこそ成り立つもの

であることから、今回の年金記録の問題への対応も含め、事業運営の

効率化など、社会保険庁の改革に一層取り組んでいく必要がある。 

年金制度については、平成１６年に長期的な給付と負担の均衡を図

る改正が行われたところである。その後、少子高齢化の更なる進展の

中、出生率の見込みも昨年末に発表された新人口推計において下方

修正され、年金財政への影響が懸念されたものの、近年の景気回復

基調の経済動向も織り込むと、全体として年金財政は好転しているとの

暫定試算が、本年２月に示されている。 

今後、この暫定試算も参考資料として、法律の規定に基づく年金財

政の検証を平成２１年までに行うこととされているが、制度の安定性や

公平性の観点から、引き続き不断の見直しについて議論を進めていく

必要がある。 

基礎年金国庫負担割合の２分の１への引上げについては、１６年年

金改正法附則において、平成１９年度を目途に、所要の安定した財源

を確保する税制の抜本的な改革を行った上で、平成２１年度までに実

施する旨規定されている。平成２１年度における所要額は、約２．５兆

円と見込まれており、今秋以降の税制改革の本格的な議論の中で、具

体的な安定財源（税財源）の確保を図っていく必要がある。 
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（６） 少子化対策 

我が国では、昨年末の新人口推計において、今後一層少子化・高

齢化が進行し、本格的な人口減少社会になるとの見通しが示されてお

り、少子化対策は喫緊の課題となっている。 

諸外国においても少子化の進行がみられるが、最近出生率が回復

してきている国の例として、フランスを見ると、現金給付に偏ることなく、

多様な働き方への支援や仕事と子育ての両立支援を充実させる方向

で家族政策を展開している。こうした施策は、国民の理解と負担に裏打

ちされており、特に、企業が大きな役割と負担を担っていることに留意

すべきである。 

我が国において、今後、少子化対策について議論する際には、こうし

た事例も参考にすべきであり、結婚や子育てに関する社会全体の意識

改革、仕事と子育ての両立が可能な働き方の見直し、地域・家族の果

たすべき役割の見直しなど、国・地方・企業等が一体となった幅広い取

組みを進めていく必要がある。 

また、財政支出を伴う施策については、子どもの世代に負担を先送り

する形で拡充等を行うことは厳に慎まなければならず、具体的施策の

検討に当たっては、限られた財政資金の効率的な使用を図る観点から、

真に効果的なものに重点化すべきである。 

 

（７） 雇用関係 

雇用については、「１１月建議」等における指摘を踏まえ、平成１９年

度予算において、雇用保険の国庫負担の大幅な削減や雇用保険３事

業の見直しが行われたところであるが、今後とも、雇用保険財政や各事
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業の内容を不断に精査し、所要の改革に取り組むべきである。 

また、フリーターやニートの存在、雇用情勢における地域間の格差、

非正規雇用の増加、ワーク・ライフ・バランスを求める声の高まり、高齢

者や女性などが多様な働き方を実現できるような環境整備、障害者も

自らの選択により社会の支え手として働けるような環境整備といった課

題に対応する必要がある。これらの課題については、企業や地域の主

体的な取組みが求められるとともに、雇用対策としては、多様な働き方

や円滑な労働移動の実現による就業機会の確保等を図っていく必要

がある。 

 

２．地方財政 

 

（1） 地方における歳出改革の堅持 

歳出・歳入一体改革を進めていくに当たり、国とともに公経済の一翼

を担う地方財政においても、最大限の歳出削減に向けた努力を徹底し

て行っていくことが重要である。 

地方においては、プライマリー・バランスと財政収支2がいずれも黒字

化しており、債務残高は減少している。平成１９年度には、地方税収の

大幅な増加等を背景に、国・地方が折半で負担していた財源不足が

解消するとともに、交付税特別会計の新規借入金を停止し、既往借入

金のうち国負担分を一般会計に承継した上で、国負担分、地方負担

分ともに償還を開始するなど、財政状況の改善が進んだ。 

こうした地方財政の現状は、交付税特別会計の新規借入金を停止

                                  
2 利払いを除く債務償還費と公債発行額の差額 
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し、国負担分借入金を一般会計承継した１９８４年度と同様である。１９

８４年度から１９９３年度にかけては、バブル景気を含む好景気による

地方税収の大幅な増加等を背景に、地方財政は大幅な財源不足を

解消し、収支均衡から財源余剰となった時期にあたるが、この時期に

は、財源余剰分を交付税特別会計借入金の繰上償還に充当する一

方で、単独事業を中心として地方歳出が、国の一般歳出の伸びを上

回って大幅に増加していた〔資料Ⅱ―４参照〕。 

当面は、地方税収の増加に伴い、地方財政の状況が引き続き改善

することが見込まれる。その際、地方歳出に関して様々な問題点が指

摘されていることも踏まえつつ、１９８４年度からの単独事業等の大幅な

増加を繰り返すことなく、「基本方針２００６」で示された歳出改革路線

を堅持すること等を通じて、地方歳出を厳しく抑制していくことが重要で

ある。 

 

（２） 地方公務員人件費の抑制 

地方歳出の抑制に当たり、特に重要なのは地方一般歳出（６５．７兆

円）の３分の１以上を占める地方公務員人件費（２２．５兆円）の取扱い

である。「基本方針２００６」において、地方における民間給与水準への

準拠の徹底、５年間で▲５．７％の定員純減等の削減方策が示されて

おり、こうした方策を着実に実施し、地方財政計画上の給与関係経費

を厳しく抑制していく必要がある。 

地方公務員人件費については、以下のような点を含め様々な問題

点が指摘されている。また、決算額が地方財政計画額を上回っており3、

                                  
3 平成１６年度の給与関係経費は、地方財政計画額２３．０兆円に対し、決算額は２５．６兆円。地方財

政計画と決算との計上方法の差異を調整した上で比較すると、決算額が計画額を０．６兆円上回って

いる。 
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地方財政計画上の抑制措置のみでは不十分であり、今後、執行面を

含めて、更なる改革を進める必要がある。 

ア．技能労務職の給与について 

運転手、調理師等の技能労務職の給与については、「１１月建

議」においても指摘したように、その水準が国家公務員(行二)や同種

の民間労働者と比べて極めて高い水準となっている。 

本年４月に総務省より公表されたデータから、清掃職員で最大１．

７倍、学校給食職員で最大２．１５倍、バス運転手で最大１．６７倍な

ど、民間給与を地方公務員給与が大幅に上回っている実態が明ら

かになった〔資料Ⅱ―５参照〕。こうしたデータ等を踏まえ、地方財政計

画上の給与関係経費の抑制にとどまらず、実際に各団体が支給す

る給与水準を引き下げ、技能労務職の給与についても、地域の民間

給与水準を適切に反映したものとする必要がある。 

イ．国家公務員給与とのラスパイレス比較 

地方公務員給与を論じる際に、総務省及び各地方団体が公表し

ている国家公務員給与とのラスパイレス比較の結果をもとに、地方

公務員の給与水準は国家公務員の給与水準を下回っているとの指

摘がなされている。 

しかしながら、このラスパイレス比較は、学歴と年齢(経験年数)の

みに基づいた比較となっており、地方公務員法上、職員給与決定原

則の一つとして、「職員給与は、その職務と責任に応ずるものでなくて

はならない」とされているにもかかわらず、課長、係長といった職責の

観点が抜け落ちているとの問題がある4。従って、地方公務員法の趣

                                  
4 国と政令市についてのラスパイレス指数は、学歴と経験年数のみによる比較の場合１００．０となり、

職責のみによる比較（試算値）の場合１１７．４となる〔資料Ⅱ―６参照〕。 
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旨を踏まえて、職責の要素を勘案した比較を行った上で、国家公務

員と地方公務員の給与水準の高低を論ずるべきである。また、そうし

た見直しも踏まえ、地域の民間給与との比較についても、適正化を

図るべきである。 

加えて、「１１月建議」でも指摘した通り、そもそも国家公務員給与

とのラスパイレス比較には、その算定対象に諸手当が含まれておら

ず、また、地方公務員の職員分布が国家公務員と比べて著しく上位

級に偏っていることが読み取れないといった問題があることにも留意

する必要がある。 

 

（３） 地域間の財政力格差是正 

国と地方の財政状況を比較すると、プライマリー・バランスは、国が▲

４．４兆円の赤字であるのに対し、地方は＋５．４兆円の黒字となってい

る5。また、債務残高の税収に対する比率は、国が１５．３倍であるのに

対して地方は３．５倍となっている。さらに、国は債務残高の増加が継

続している一方、地方では債務残高が減少している。このように、フロ

ー・ストックの両面で見て、国は総体としての地方よりも極めて厳しい財

政状況にある〔資料Ⅱ―７参照〕。 

他方、個別の自治体を見ると、大幅な財源不足額を地方交付税に

より補填している団体がある一方で、東京都及び２３区のように基準財

政収入と基準財政需要の差額である財源超過額（１．４兆円）と標準

的な地方税収等の２５％である留保財源額（１．４兆円）の合計が２．８

兆円に達する団体があるなど、地域間の財政力格差が大きくなっている。 

                                  
5 平成１９年度において、一部の特別会計等を含むＳＮＡ（国民経済計算）ベースのプライマリー・バラ

ンスは、国・地方合計で対ＧＤＰ比▲０．６％の赤字（うち国が▲１．７％の赤字、地方が＋１．１％の黒

字）と見込まれている。 
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こうした財政的な「ゆとり」を背景に、２３区においては、児童手当の

上乗せや子供の医療費の無料化など、標準的な水準を上回る住民サ

ービスが行われている〔資料Ⅱ―８参照〕。しかも、以下のような事実に鑑

みれば、２３区において他の自治体よりも効率的な行政が行われている

とは言い難い。 

・ 選挙管理委員会、教育委員会の委員報酬が都内市部の平均額の

それぞれ４倍以上、２倍以上となっている〔資料Ⅱ―９参照〕。 

・ ２３区は、一般市、特例市、中核市及び政令市と比較した場合、所

掌事務が最も少ないにもかかわらず、人口当たり職員数（平均値）は

最も多くなっている〔資料Ⅱ―１０参照〕。 

自治体間の財政力格差の是正については、これまで、国税収入の

一定割合等を財源とする地方交付税を通じて、国から地方への垂直

的調整により行われてきた。 

諸外国における財政調整制度を、国と地方（州を含む）の税源配分

と財政調整の手法との関係に着目して整理すると、国が税源の大部分

を有した上で、不交付団体を作らずに国からの垂直調整のみで財政調

整を行う手法（イギリス、フランス）か、地方が国と同程度の税源を有し

た上で、主として自治体間の水平調整により財政調整を行う手法（ドイ

ツ、北欧6）のいずれかが中心となっている〔資料Ⅱ―１１参照〕。 

我が国においては、現行交付税法定率の基本である３２％を定めた

１９６６年度には約３割であった地方税収の比率が、近年の税源移譲

等の結果、ドイツ・北欧並みの４割を超える水準となるなど、地方税財

源が相当程度充実してきている。そうした中で、地方税の税収格差が

                                  
6 スウェーデンの平衡交付金制度は、以前は富裕団体からの拠出金のみを財源とする水平調整制度

であったが、２００５年の制度改革により国からの既存一般補助金を統合した結果、金額的には垂直調

整部分が水平調整部分を上回っている。 
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主要国中最大水準となっており、財政調整の必要性が高い。このよう

な状況であるにもかかわらず、不交付団体の財源超過が増加する一

方で、国から地方への垂直調整のみにより財政調整を行っており、諸

外国と比べて国による財政調整の負担が極めて大規模なものとなる仕

組みであるとの問題がある。 

こうした点に加え、「基本方針２００６」において、不交付団体の増加

が政府の目標となっていることも踏まえれば、不交付団体も含めた格

差是正を行うため、「１１月建議」でも指摘した通り、地方税のうちでも地

域間の偏在性が大きい地方法人二税（法人住民税及び法人事業税）

について、地方消費税における地域間の清算システムや、東京都にお

ける財政調整制度などを参考にしつつ、偏在性是正のための具体的な

仕組みを検討するとともに、諸外国の事例も参考としつつ、自治体間の

水平的な財政調整制度の導入についても検討が行われるべきである。 

 

（４） 地方向け補助金・負担金の整理合理化 

地方向け補助金・負担金については、三位一体改革を通じて４兆円

を超える改革が行われるなど整理合理化が強力に進められてきたもの

の、その総額は１０年前とほぼ同じ１９兆円となっている（平成１９年度

予算）。これは、少子高齢化に伴う社会保障関連の国の負担金が

年々増加してきたことを主な要因としており、社会保障関連の補助金・

負担金は、全体の金額の約３分の２を占めるとともに、今後も趨勢的に

増加が見込まれている〔資料Ⅱ―１２参照〕。 

今後は、地方分権改革推進委員会において行われている各分野に

おける国と地方の役割分担に係る議論などを踏まえつつ、地方向け補

助金・負担金の整理合理化に一層精力的に取り組むべきである。その
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際、社会保障をはじめとするあらゆる分野にわたって、制度改正も含め

た改革に取り組む必要がある。また、国・地方を通じた行政のスリム化

の観点から事務・事業の見直しを厳格に行うべきであり、納税者の視

点に立って、不要なものについては事業そのものを廃止することが重要

である。 

 

３．公共事業 

 

（１） これまでの取組み 

公共事業については、平成１４年度予算以降、大幅な重点化・効率

化が図られてきており、平成１９年度予算においても、①地域の自立・

活性化、②我が国の成長力強化、③防災・減災等による安全・安心の

確保といった緊急の課題への重点化が図られるとともに、コスト縮減や

入札改革等による効率化が推進され、対前年度比▲３．５％の削減が

行われた。この結果、平成１９年度の公共事業関係費は、昭和６２年

度以来２０年ぶりに７兆円を下回り（６．９兆円）、当初予算ベースでは

平成９年度のピーク時（９．７兆円）の約７割の水準となっている〔資料Ⅱ

―１３〕。 

 

（２） 今後の課題 

しかしながら、社会資本整備の著しい進捗、人口減少社会の到来、

諸外国と比較してなお高い公共投資の水準に加え、我が国の危機的

な財政事情に鑑みると、公共事業については、真に必要な事業への一

層の重点化、更なるコストの縮減が求められている。 
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これまでの談合防止のための様々な取組みにもかかわらず、国、独

立行政法人、地方公共団体において入札談合事件が相次いでいる。

とりわけ官製談合事件により、公共事業に対する不信感が増嵩しており、

公共事業予算の公正な執行に対する信頼を早急に回復することが急

務となっている。 

このため、平成２０年度予算においても、以下の諸点を踏まえつつ、

これまでの改革を緩めることなく、重点化・効率化の取組みを徹底し、

改革を継続すべきである。 

ア． 施設の普及率や整備水準、利用状況、産業構造の変化、社

会資本ストックの増大に伴う将来の維持修繕・更新コストの大幅

な増加の見込み等を踏まえ、真に必要な社会資本の整備に向

けて一層の重点化を図る必要がある。その際には、費用便益

分析をはじめとする事業評価の一層厳格な実施等により、新規

採択に当たっての選別の強化、真に必要な分野・整備効果の

高い事業への施策の集中、事業の目的・成果に踏み込んだき

め細かい重点化を図るべきである。 

イ． 公共事業予算の公正な執行に対する信頼を早急に回復し、競

争促進やコスト縮減によって更なる効率化を図るため、 

・ 一般競争入札の徹底等、競争性・透明性の向上に向けた

入札改革に取り組むとともに、違反業者に対するペナルティ

ーの強化、昨年改正された官製談合防止法の厳正な運用

等により入札談合を廃絶する、 

・ 地方においても、一般競争入札の徹底、違反業者に対する

ペナルティーの強化等、入札改革の方針が取りまとめられ、

各地方公共団体に対する措置の要請が行われているところ

であるが、今後とも、各地方公共団体に対し、こうした方針に
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基づく改革を求めていく〔資料Ⅱ―１４、１５〕、 

とともに、こうした国・地方を通じた、入札制度改革による競争促

進の成果としてのコスト縮減効果も踏まえつつ、現行のコスト構

造改革プログラムが終了する２００８年度以降についても、新た

な計画を策定し、更なるコスト縮減を推進すべきである。 

ウ． 道路特定財源については、「道路特定財源の見直しに関する

具体策」（平成１８年１２月８日閣議決定）に基づき、道路整備

に関する中期計画の作成、現行の税率水準の維持、税収全額

を道路整備に充てることを義務付けているこれまでの仕組みの

見直し等の改革を確実に実現すべきである。その際、中期計画

については、真に必要な道路整備に限定し、今後とも道路整備

の更なる重点化、効率化を進めるべきである。 

 

４．文教・科学技術 

 

（１） 文教予算について 

ア．教育予算の対ＧＤＰ比の議論〔資料Ⅱ―１６、１７、１８参照〕 

現在、教育制度を巡って様々な議論が行われているが、その中で

教育予算について、対ＧＤＰ比が諸外国より低いことを理由に、増額

が必要との指摘がある。しかし、教育予算の対ＧＤＰ比のみを以て、

その多寡を議論するのは適当ではない。 

・ 我が国の租税負担率は諸外国と比べ、相対的に低いこと 

・ 政府の総支出に占める教育予算の割合を見ると、日本はヨーロッ

パ諸国並みであること 
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・ 初等中等教育についても対ＧＤＰ比が低いとされるが、一人当たり

の予算額を見るとＯＥＣＤの平均を上回っており、さらに国際的な

学力テストの結果においては上位に位置していること 

を踏まえて考える必要がある。 

また、時系列のデータを見れば、子どもの数が減る中で、平成元

年以降、小中学校の生徒一人当たりの公教育支出は１.５倍以上、

教職員数は１.３倍以上となっているにもかかわらず、教育の問題は

むしろ深刻化している。この要因は社会環境の変化等も複雑に絡ん

でくると考えられるが、少なくとも「はじめに増額ありき」で教育予算や

教職員数を増やしても必ずしも教育が良くなるとは言えず、重要なの

は、教育の質の向上に資する予算を見極め、メリハリ付けを徹底し、

助成・配分方式を見直すことである。 

イ．初等中等教育予算 

① 総論 

日本の初等中等教育予算の水準を考えるに当たっては、先に

述べたデータを出発点とすべきである。確かに、教育の現場の環

境には厳しい面があり、給与面での改善・厚遇、教職員数の増加

等を求める声も強いが、このようなデータからすれば、教育再生が

求められているから、或いは勤務環境が厳しいから教育予算を増

やせということではなく、既に量的には十分な投資を行っている現

行制度の下で、効率化とメリハリ付けを徹底しつつ、教育の質を高

めていく取組みを行うことが先決である。 

具体的には、義務教育にかかる総費用の約８割を占める教職

員給与の効率化と、学校統合の推進により、現在、生徒一人当た

り年間約９０万円の公費がかかっている義務教育費のコストを縮
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減していくことが重要である。 

② 教職員給与の効率化 

義務教育は、教職員７０万人、総人件費５兆円という規模で行

われており、これまで生徒一人当たりで見れば大幅な規模の拡大

を続けてきたが、「行政改革推進法」や「基本方針２００６」等に掲

げられた総人件費改革の方針に従って、スリム化を行いつつ、質

の高い教育を効率的に提供する取組みを行う必要がある。 

教職員給与については、教員評価を踏まえたメリハリある給与

体系としつつ、地方公務員一般職を上回る優遇部分（平均で２.７

６％分）を、昨年の歳出改革を巡る議論の際に縮減することとされ

た通り、これをネットで確実に縮減することが必要である。 

確かに、教員の勤務実態調査により、超過勤務が嵩んでいるこ

とが明らかとなったが、本来超過勤務手当とは位置付けの異なる

教職調整額を増額する前に、業務の繁閑に応じた変形労働時間

制の採用、パートタイマー・アウトソーシングの活用等といった、現

行制度をより効率的に運用する取組みを行う必要がある。 

また、教職員の定数についても、「行政改革推進法」に従って、

児童・生徒の減少に見合う数を上回る純減を実現する必要があ

る。 

教職員定数の内訳をみると、教壇に直接立つことのない充て指

導主事が１，６４８人、研修等定数が５，４５３人措置されている。

こうした定数はこれまでも合理化減を立て、少人数指導等への振

替が行われてきたが、新たなニーズに対しては、まずはこうした定

数の振替での対応を検討すべきである。 

32



 

また、学校組織のマネジメントや、不登校への対応などの諸課

題について、必ずしも専門家ではない教員を配置し、対応している

状況は非効率な面もあり、今後は、多様な人材の活用を一層促

進すべきである。 

③ 学校規模の最適化〔資料Ⅱ―１９、２０参照〕 

ここ３０年間で子どもの数は約４割減少したにもかかわらず、公

立小中学校の学校数は数パーセントしか減っておらず、全国の約

半数の学校が１１学級以下のいわゆる小規模校となっている。こう

した小規模校については、教育政策・効果上の問題があり、財政

上も非効率であるとの指摘が多くなされている。 

小規模校の統合効果については、財務省による予算執行調査

において、 

・ 町村部を含めた保護者の約６割は積極的な評価を行っている

一方、消極的な評価は約１割に止まっているほか、教員配置等、

教育政策上のメリットが認められること、 

・ さらに、生徒一人当たりのランニングコストも約３割縮減できたこと 

等が初めて全国規模で明らかにされた。 

今後は、統合・再編の推進に向け、国・都道府県・市町村の役

割分担を踏まえ、地域に応じた制度設計やインセンティブの付与

等についての検討を省庁横断的に進め、教育水準を維持・向上さ

せつつ、教育にかかるコストを縮減していくことが必要である。 

④ 教科書予算の効率化 

教科書予算については「基本方針２００６」にある通り、特に供給

コストについて、供給体制のあり方を含め、一層の効率化を行う必

要がある。 
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⑤ 幼児教育の無償化の議論 

幼児教育の無償化については、当審議会で指摘している通り、

これを教育政策論として考えるのであれば、義務教育無償の原則

の下、教育政策担当部局において、まずは幼児教育の義務化に

ついて結論を得る必要がある。 

こうした結論に至らない場合には、少子化対策として、幼児教

育の負担軽減がどれだけ有効かという観点から検討を行う必要が

ある。この際、少子化対策としての有効性についてはデータに基づ

いた議論を行うべきであり、また、少子化対策として、幼児教育の

負担軽減がどのようなケースにおいて特に求められているのか等

につき、具体的な検討を行う必要がある。 

ウ．高等教育予算 

① 国立大学予算を巡る課題〔資料Ⅱ―２１参照〕 

高等教育予算については、「基本方針２００６」に定められた方

針を堅持しつつ、大学教育改革や国際競争力の強化など各高等

教育機関の教育・研究の質を高めるための取組みを充実させる

必要がある。 

大学教育の再生が議論されている中、国立大学法人について

は、現在、在学生一人当たり約１８０万円7の国費が投入されてい

る現状を踏まえ、国立大学法人が高等教育において果たすべき

役割は何か、再検証が必要である。 

また、全国８７ある国立大学法人については、各機能・分野ごと

に再編・集約化を行い、国際的に競争力あるナショナルセンター

                                  
7 平成１９年度国立大学法人運営費交付金予算額／学部・大学院在学生数（平成１８年５月現在） 
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を目指し、国からの助成も集中と選択をより徹底する必要があるの

ではないか。その際、各機能・分野ごと、各大学の特色を見極め

つつ、教育・研究資源をどのような形で集約化していくのか、早急

に「青写真」を描くことも検討すべきである。加えて、各国立大学

法人が「研究」や「教育」にかけているコストを、人件費を含めて検

証を行いつつ、各機能・分野ごとに教育・研究資源をどのような形

で配分するのかも検討する必要がある。 

国立大学法人運営費交付金の配分ルールについても、２０１０

年度以降の第２期中期計画を念頭に、国立大学法人の教育、研

究等の機能分化、再編・集約化に資するよう、大学の成果や実績、

競争原理に基づく配分へと大胆に見直す必要がある。いずれにし

ても、現行の配分ルールのままでは、国立大学法人間でのダイナ

ミックな資源配分のシフトを行い、世界で通用する大学を実現して

いくことには大きな制約がある。また、この配分ルールの見直しとも

連動させつつ、国立大学の授業料（５３５，８００円）は提供される

教育・研究内容の質に応じて設定されるべきであり、全大学・学部

で一律横並びの授業料は見直しが必要である8。 

② 奨学金事業の見直し 

奨学金事業については、これまで当審議会が指摘した通り、金

利リスク・回収リスクへの対応が急務である。 

特に、有利子事業につき、３％の金利上限を付している点、就

学中の金利分を事後的にも一切賦課しない点は、今後金利が上

昇していけば大きな歳出増につながり、奨学金制度の持続可能性

を損なうことにもなりかねないことから、早急な見直しが必要である。 

                                  
8 私立大学の平成１８年度授業料（平均）は、文科系７２万円、理科系１０１万円、医歯系３０２万円 
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また、回収力強化については、民間委託を推進するとともに、貸

し倒れによる損失を安易に国民全体に転嫁することなく、まずは機

関保証の拡充を図っていく必要がある。ただし、その際は、機関保

証が単なる債務の付け替えとならないよう、厳格な回収努力と適

正な保証料率の設定が求められる。 

③ 私学助成の配分方法の見直し 

私学助成については、２００７年度から、各学校の経営戦略の

特色に応じた支援を行う仕組みへの転換（特別補助（平成１９年

度予算額１，１１３億円）の改組）が図られており、また、定員割れ

の解消等経営改善に取り組む私学を支援するインセンティブが導

入されたところである。 

今後は、より効果的に私学の経営健全化を促すべく、私学助成

の過半を占める一般補助（平成１９年度予算額２，１６８億円）の

配分に当たり、単に定員割れか否かというだけでなく、より一般的

な私学の経営・財務状況を表わす指標を用いるなど、私学の経

営状況が助成額により直接に反映されるような改革を進める必要

があると考える。 

エ．今後の教育予算のあり方について 

教育再生の観点から、教育予算の増額を求める声が大きい。確

かに、資源に乏しい我が国にあって、人材は貴重なリソースであり、

人格形成の上でも、能力向上の上でも、教育の重要性は誰もが認め

るところである。しかし、効率化への取組みや無駄を省く努力を行うこ

となく、教育予算の増額のみが追求されれば、結局子どもたちにとっ

ては、背負わされる借金が増えるだけの結果となりかねない。効率化

を徹底し、教育の質の向上に直接資する予算とは何かを見極め、そ
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こに予算をシフトしていくことが必要となる。 

「基本方針２００６」において示された教育予算の枠組みは、こうし

た方向に沿うものである。すなわち、機械的・一律的に配分される傾

向が強い人件費、機関助成については縮減を行うとともに、その配

分方法を成果や努力をより反映したものとする一方、教育の質をより

高め、教育再生に資する様々な取組みに予算をシフトするものであ

る。 

平成１９年度予算においては、こうした枠組みの下、機関助成を

縮減しつつ、教育政策経費9については４.２％の伸びとされるなど、メ

リハリを付けた教育予算となっている。今後の教育予算を考えるに当

たっても、こうした方針を堅持し、教員給与、国立大学法人運営費

交付金、私学助成のスリム化と配分方法の大胆な見直しを行う一方、

そこで生じた財源を教育の質の向上、教育再生に資する予算にシフ

トさせ、メリハリ付けを一層強化していく必要がある。 

 

（２） 科学技術予算について 

厳しい財政事情の下、例外的に伸びが確保されてきた科学技術予

算について、国民の理解を得つつ、その効果を最大限に引き出していく

ためには、引き続き選択と集中を強化するとともに、研究費の重複や研

究費の不正使用問題への対応について手を緩めることなく、着実に実

施していく必要がある。 

研究費の重複や特定の研究者への過度な研究費の集中を排除す

るために、２００８年１月からの供用開始を目指して、府省共通研究開

                                  
9 教育政策経費とは、文教予算全体から、機関助成的な予算である義務教育費国庫負担金、国立大

学法人運営費交付金、私学助成を除いたもの。 
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発管理システムが開発されているところである。本システムの供用に当

たっては、研究者の研究業務に対するエフォート（研究、教育、管理運

営等の業務に従事する時間配分）の管理を推進するのみならず、研究

資金の配分状況に関するデータを原則として国民に公開することなど

により、その透明性を向上させるべきである。 

さらに、研究費の不正使用を防止するために、関係府省・資金配分

機関・研究機関が一体となって不正を防止する体制を構築するととも

に、研究費の管理・監査体制が適切に運用されるように随時見直しを

行っていくべきである。 

 

５．防衛 

防衛関係費については、「基本方針２００６」に沿って、今後も引き続

き思い切った合理化・効率化を行っていく必要があり、そのためには、

同基本方針が掲げる具体的な削減項目、すなわち 

・ 総人件費改革等を通じた自衛官実員の削減 

・ ３自衛隊の装備品、在庫部品等の調達の効率化・合理化 

・ 入札談合再発防止の徹底を通じた予算削減(防衛施設の特性に配

慮しつつ、公共事業総合コスト縮減率(５年間で▲１５％)の達成を含む) 

・ 在日米軍駐留経費負担の所要の見直し 

・ 基地周辺対策の抜本見直し 

の各々について、成果を得ていくことが重要である。 

これらのうち、在日米軍駐留経費負担については、過去の当審議会

の建議において、その見直しを繰り返し求めてきたが、一方で、負担し

ている経費の具体的な内容については、必ずしも国民に対して十全に

説明が行われてきたとは言えなかったと考えられる。 
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在日米軍駐留経費負担は、米軍に提供する施設の整備費、駐留

軍等労働者の人件費、米軍の光熱水料等、訓練移転の経費に分か

れるが、最大の経費は、合計１，４００億円を超える駐留軍等労働者の

人件費である。国・地方・独立行政法人等において人件費を含めた厳

しい合理化・効率化が進められている中、国民負担に係る駐留軍等労

働者の人件費はしっかりとした見直しが求められる。 

具体的には、長年見直しが行われてこなかった、基本給にその１

０％を一律に上乗せする「格差給」等の国家公務員の水準を上回ると

される部分の問題をはじめ、その給与等のあり方について基本に立ち

返った見直しが必要と考えられる〔資料Ⅱ―２２参照〕。 

また、駐留軍等労働者の数については、諸外国と異なり我が国が人

件費の殆どを負担する状況の下、イラク派遣や軍人から労働者への職

務のシフトなどがあるとしても、在日米軍の規模が減少傾向にあるにも

かかわらず増加しており、米軍人の数と対比した労働者の数も諸外国

よりも高い水準にある等の状況が見られる。こうした点も踏まえて、その

数や負担のあり方について見直しを行っていくべきである〔資料Ⅱ―２３参照〕。 

飛行場・港湾等の基地施設や基地内の家族住宅等の光熱水料等

については、使途毎の内訳などその使用実態の詳細が把握されていな

い状況にあり、国民への説明責任の観点から、こうした状況を早急に改

善するとともに、我が国の負担のあり方について検討していく必要があ

る。 

以上の諸点をはじめ、在日米軍駐留経費負担については、これまで

当審議会が指摘してきた通り、在日米軍再編において我が国が相当

程度の支援を行うことが予定されていることや、自衛隊の海外平和協

力の進展なども踏まえ、特別協定に係る負担を含め、その見直し、効
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率化を行っていくべきである。 

 

６．政府開発援助（ＯＤＡ）等 

ＯＤＡに関しては、効率性等に対する国民の厳しい見方などを背景

に、これまで予算の縮減が図られてきた（平成１９年度予算：▲４％）。 

２００６年の我が国のＯＤＡ実績が世界第３位となったこと、来年、我

が国においてサミットが開催されることなどを踏まえ、ＯＤＡに関して

様々な議論が行われているが、現下の厳しい財政事情に鑑み、円借

款の積極的活用等によって引き続きＯＤＡ事業量の確保に配慮しなが

ら、ＯＤＡ予算については重点化を図りつつ削減路線を継続すべきであ

る〔資料Ⅱ―２４、２５、２６参照〕。 

あわせて、途半ばとなっているコスト縮減への取組みや、援助分野・

援助対象地域の重点化など、「質の改善」をさらに徹底すべきである。 

また、外交力強化の要請については、定員を限定したコンパクト大使

館やローカルスタッフを含む民間人の積極的活用など効率化の工夫、

既存公館のスクラップなどにより、歳出削減路線との整合性を確保する

ことが重要である。 

 

７．農林水産 

 

（１） ＷＴＯ交渉等の進展を踏まえた国内農業の体質強化 

ＷＴＯ交渉やＦＴＡ・ＥＰＡ交渉の加速化にも対処しうるよう、助成措

置に依存しない国内農業の体質強化に早急に取り組むことが必要であ
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る。そのため、２００７年度から一定規模以上の担い手に助成対象を限

定した品目横断的経営安定対策を開始するなど改革を進めつつある

ところであるが、今後、同対策の実効性を確保しつつ、さらに生産コスト

の縮減と、政策的な支援対象の一段の重点化を図るべきである。 

特に、我が国においては、なお零細な農業構造が存続し、高い生産

コストが生じている。また、担い手に対する農地の集積は一定程度進展

しているものの、集積された農地が点在しているため、規模拡大の効果

が最大限発揮されていない。生産コスト縮減のため、農地の規模拡大

とともに面的集積を併せて促進することにより、生産コストの更なる縮減

を通じた助成措置の合理化につなげることが必要である〔資料Ⅱ―２７、２

８参照〕。 

さらに、「１１月建議」でも指摘した通り、農地について現場での運用

実態等を検証しつつ、農地政策の制度・運用面における広範な見直し

を行い、国内農業の体質強化に結びつける必要がある。 

 

（２） 米の政府備蓄 

米については、生産量の減少により、その供給が不足する事態に備

えて、政府が国産米の備蓄制度の運営を行うこととしている。 

この備蓄制度については、需給状況等の推移を踏まえ真に必要な

備蓄に限定することが必要であり、過剰米対策として利用し、過剰在庫

の発生につながることのないよう、制度の本旨を踏まえた適切な運営を

行うことが厳に必要である〔資料Ⅱ―２９参照〕。 
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８．エネルギー対策 

エネルギー対策においては、国際的な需給の逼迫、地球温暖化対

策に係る国際的対応等、エネルギーを取り巻く環境変化に対応して、

新たな重要課題に戦略的に取り組んでいくことが求められているが、既

存施策の見直しを徹底し、施策の重点化・効率化等を一層推進するこ

とにより、「基本方針２００６」に掲げられた「原則として歳出水準が税収

相当額に見合う」姿の早期実現を目指すべきである。 

 

９．中小企業対策 

中小企業対策については、地域活性化や中小企業の更なる生産性

向上につながる事業へ重点化していくなど、施策の費用対効果の厳し

い精査を一層徹底していくべきである。 

信用補完制度については、本年１０月から導入が予定されている責

任共有制度を着実に実施していくことなどにより、更なる収支改善を図

り、制度の持続可能性を確保していくべきである〔資料Ⅱ―３０参照〕。また、

政策金融機関については、２００８年１０月の日本政策金融公庫設立

に向け、政策コストの明確化や合理化・効率化の実現等政策金融改革

による成果を確実なものとするよう努めるべきである〔資料Ⅱ―３１参照〕。 

 

１０．環境 

２００８年より京都議定書の約束期間が開始される中、我が国におけ

る温室効果ガスの６％削減目標の達成は厳しい状況にあり、「京都議

定書目標達成計画」の対策・施策の加速化が求められている。 

２００７年度には、「京都議定書目標達成計画」の定量的な評価・見
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直しを行うこととなっているが、各対策分野の削減目標に対しては、規

制、自主的取組み、啓蒙等、各政策手段が適切に用いられる必要が

あり、財政措置を伴う政策については、歳出改革を進めていく中、これ

までの成果の分析や期待する効果を定量的に明確化した上で、費用

対効果の高い効率的な手段に限定すべきである。 

また、京都メカニズムについては、クレジットの取得方法の多様化を

図るなど、効率的な取得に努めるべきである。 

なお、ポスト京都の国際交渉においては、米国や中国、インド等の主

要途上国に排出削減努力を促す実効性のある枠組みの構築が必要

であり、また、高いエネルギー効率を達成している我が国にとって、衡

平かつ合理的な制度とされることが重要である。 

 

１１．治安対策・司法制度改革 

「１１月建議」でも述べた通り、治安関係部局の施設や定員等の体

制整備については、非治安部局も含めた一層のメリハリ付けを図るとと

もに、ＰＦＩの活用や民間委託を拡充することによって、引き続き、抑制

を図るべきである。 

また、海上保安庁や警察庁の船舶、航空機、各種システム等の大

量更新・機能拡充については、補修等による長寿命化、競争入札等に

よる調達コストの低減に努めるほか、更新に併せて、業務全体の効率

化を図る必要がある。 

さらに、サミットの日本開催を踏まえたテロ対策においては、既存の

警備体制を最大限活用するとともに、新規整備についても、サミット後

の有効活用の可能性も検討した上で、効率的に行うべきである。 

43



 

司法制度改革については、裁判員制度の導入に当たり、国民の参

加のし易さに留意しつつ、義務的な参加であることも踏まえ、簡略な手

続きの導入や合理的な諸手当の設定を図るべきである。日本司法支

援センター(法テラス)の運営についても、常勤弁護士の確保をはじめ、 

関係団体・地方自治体と連携し、効率的な運営を図るべきである。 
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1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

（出典）2008年度大統領予算教書（2007年２月発表）等
（注）財政収支は、プライマリー・バランスに純利払費（国債の総利払から政府内の信託資金が受取る額等を差し引いた額）を加えたもの。
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6.0

米国（連邦政府）のプライマリー・バランスと財政収支（GDP比）の推移

（％）

PB対GDP比

財政収支対GDP比

（▲2,482億ドル）

（▲216億ドル）

（▲3,183億ドル）

（▲4,127億ドル）

（▲1,344億ドル）

（▲2,525億ドル）

（▲5,207億ドル）

当初見通し

（▲2,442億ドル）

4
7



財政健全化目標について
１．我が国の財政健全化目標

① 2010年代半ばにかけて、国・地方の債務残高ＧＤＰ比の発散を止め、安定的に引き下げることを確保する。
② 国についても、債務残高ＧＤＰ比の発散を止め、安定的に引き下げることを目指す。

第Ⅲ期
（2010年代初頭～
2010年代半ば）

① 2011年度には国・地方合計のプライマリー・バランスを確実に黒字化する。
② 国のプライマリー・バランスについても、できる限り均衡を回復させることを目指す。

（国・地方合計のＰＢ▲0.6%（▲3.1兆円）、国のＰＢ▲1.7%（▲9.0兆円）、地方のＰＢ＋1.1%（＋5.9兆円））

第Ⅱ期
（2007年度～
2010年代初頭）

目 標
時間軸

２．諸外国の財政健全化目標

○「サステナビリティ・ルール」：
公的部門の純債務残高対ＧＤＰ比40％以下

○「ゴールデン・ルール」：借入れを投資目的に限定
《⇒ 「特例公債脱却」に相当》

（日本の一般会計の場合：▲20.2兆円）

イギリス

○「過剰財政赤字」の是正手続き適用基準：
債務残高対ＧＤＰ比６０％

（日本の現状：国・地方合計148％）

①中期的な財政運営目標：
財政収支（ＳＮＡベース）の均衡又は黒字

（フランスは2010年度、イタリアは2011年度を目標）
《⇒ 国・地方合計の債務残高の増加ゼロに相当》

（日本の場合：国・地方合計▲12.4兆円（GDP比▲2.4%））

②「過剰財政赤字」の是正手続き適用基準：
財政収支（ＳＮＡベース）対ＧＤＰ比▲３％

Ｅ Ｕ

―
○2012年度までに連邦政府の財政収支均衡

《⇒ 国債残高の増加ゼロに相当》
（日本の場合：一般会計▲14.1兆円）

米 国

ストックフロー4
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平成１９年度予算（一般会計）

歳 入 歳 出

国債発行
２５.４兆円

国債費

税収 一般歳出

プライマリー・バランス

（ＰＢ）
▲４．４兆円

４７.０兆円

地方交付税等
１４.９兆円

５３.５兆円

その他収入
４.０兆円

２１.０兆円
うち利払費等

９．６兆円
財政収支

（ＰＢ＋利払費）
▲１４．１兆円

うち債務償還費
１１．４兆円

特例公債脱却
▲２０．２兆円

残高一定
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今後５年間の歳出改革の概要 

（注１）上記金額は、特記なき場合国・地方合計（SNA ベース)。 

（注２）備考欄は、各経費の削減額に相当する国の一般歳出の主な経費の伸び率（対前年度比名目年率）等及び地方単独事業（地財計画ベース）の

名目での削減率を示す。 

２０１１年度 ２０１１年度   

  
２００６年度 

自然体 改革後の姿 
削減額 備    考 

社会保障 31.1 兆円 39.9 兆円 38.3 兆円程度 ▲1.6 兆円程度  

人件費 30.1 兆円 35.0 兆円 32.4 兆円程度 ▲2.6 兆円程度  

公共投資 18.8 兆円 21.7 兆円 16.1～17.8 兆円程度 ▲5.6～▲3.9 兆円程度
公共事業関係費 ▲３％～▲１％ 

地方単独事業（投資的経費） ▲３％～▲１％ 

その他分野 27.3 兆円 31.6 兆円 27.1～28.3 兆円程度 ▲4.5～▲3.3 兆円程度

科学技術振興費 ＋1.1％～経済成長の範囲内 

ODA ▲４％～▲２％ 

 

合計 107.3 兆円 128.2 兆円 113.9～116.8 兆円程度 ▲14.3～▲11.4 兆円程度  

  要対応額 ： 16.5 兆円程度      

「基本方針２００６」（別表）より抜粋 
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「公会計整備の一層の推進に向けて～中間取りまとめ～」（平成１８年６月１４日財政制度等審議会）のポイント

１．財務書類の一層の活用について 

（１）国民に対するわかりやすい説明 
○ 財務書類の公表に際し、様々な媒体を通じて、わか

りやすい説明に努めるべき。 

（２）財政活動の効率化・適正化のための財務書類の活用 

○ マクロ面：「国の財務書類」における情報を活用。 

○ ミクロ面：予算書・決算書を見直して政策評価との連

携を強化するための検討作業の成果を踏まえ、「省庁

別財務書類」におけるコスト情報の開示方法等につい

て、今後、ワーキンググループにおいて検討。 

（３）財務書類の作成・公表の早期化 
○ 新たなシステムを導入するか否かについて、東京都

の事例も参考にしつつ、コストとメリットを検討すべき。 

２．特別会計に関する情報開示の在り方について 

○ 一覧性・総覧性を持った形で国の財政状況を説明する

ための新たな予算参考書類を作成。 

○ 全特別会計について、法律の規定に基づき、企業会計

の考え方を活用した財務書類を作成。 

○ 特別会計の一定の財務情報について、容易にアクセ

スできる方法による開示を義務づけ。 

３．地方における取組みとの連携について 

○ 国と地方の財務書類について、できる限りの整合性が

図られた上で、地方における財務書類作成の一層の普

及が進められることを期待。 

４．国際的な公会計に関する基準との関係について 

○ 今後とも公会計の基準の議論に際し、「国際公会計基

準（IPSAS）」を参考にしていくことが適当。 

○ 「国民経済計算（SNA）」や「政府財政統計（GFS）」とい

ったマクロ統計の基準と IPSAS との調和を図るための国

際的な検討の状況を注視すべき。 

５．その他 

○ 公的年金に係る負債計上の在り方について、ワーキン

ググループにおいて再度検討。 
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過去の「建議」における主な指摘事項（医療関係）について 

 

○ 高齢者の患者負担の見直し 

・  低所得者には適切な配慮を行いつつ、70 歳以上の高齢者の自己

負担率を他の世代の負担率と統一していく 

 

○ 保険免責制の導入 

・  一定金額までの保険免責制の導入 

 

○ 食費・ホテルコストの取扱いの見直し 

・  療養病床はもとより一般病床に入院する者についても、食費・居

住費について原則自己負担化 

 

○ 高額療養費の見直し 

・  高額療養費の自己負担限度額の見直し 

 

○ 先発品の保険給付の見直し 

・  後発品が存在する先発品について、公的医療保険給付は後発品

の薬価の水準までとし、後発品との差額は自己負担とする仕組み

の導入 

 

○ 市販類似薬の保険給付の見直し 

・  市販薬と類似の医薬品（非処方せん薬）を公的医療保険給付の

対象外化 
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諸外国の医療費自己負担

【高齢者の自己負担】

○ 日本では、高齢者の一部負担を若者に比べ軽減。

○ フランスやドイツでは、年齢に関わりなく、同一の自己負担。

【免責制類似の制度】

○ フランスでは、外来医療費について、３割負担に加えて、診療１回当たり１
ユーロ（１４９円）を負担（２００４年～）。

○ アメリカ（６５歳以上の老人等を対象としたメディケア）では、外来医療費
について、年間１２４ドル（約１．５万円）までは全額患者負担、それを超
える部分は２割負担。

※為替レート：日本銀行「基準外国為替相場及び裁定外国為替相場（平成19（2007）年上期）」

諸外国の薬剤費負担

【薬剤費の負担割合】

○ フランスでは、薬剤（外来）の内容によって負担割合を変更。
・代替性のない重要薬 ： ０％ ・一般薬（白ラベル） ： ３５％
・効果の低い薬（青ラベル）：６５％ ・ビタミン剤等 ：１００％

○ アメリカ（６５歳以上の老人等を対象としたメディケア）では、外来薬剤費
は給付の対象外（なお、年間２５０ドル（約２．９万円）以上の薬剤費の一部
を給付する任意加入のプランを新設）。

○ スウェーデンでは、外来薬剤費のうち年間９００クローナ（約１．４万円）
以下については、全額患者負担。それ以上については、段階的に自己負担割合
が低下（年間上限は１，８００クローナ（約２．９万円））。

【先発品・後発品の取扱い】

○ フランスでは、一部の医薬品（外来）の償還額はジェネリック薬を基に設定
され、それを上回る部分については患者負担（２００４年～）。

○ ドイツでは、外来薬剤費の１割を患者が負担することとなっているが、これ
に加え、薬剤費が参照価格を超過する分についても患者が負担。
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財審建議（18年11月）における指摘のポイント（生活保護関連） 
 

 

○ 生活扶助基準の水準 

・ モラルハザードの防止、一般低所得世帯との公平性等の観点を踏まえた生活扶助基準

の水準の見直し 

 

○ 生活扶助基準の設定及び算定方法 

・ 多人数世帯の生活扶助基準の適正化 

 

○ 生活扶助基準の改定方式 

・ 生活扶助基準額について、一般低所得世帯の消費実態との比較・検証の定期的な実施 

・ 各定期的な検証の間における改定ルールの見直し 

 

○ 各種加算 

・ 就労支援策を講じつつ、母子加算を廃止 

・ 児童養育加算の廃止を含む見直し 

・ その他、加算全般にわたり、その必要性・合理性等について、ゼロベースで検証し、

抜本的な見直しの実施 

 

○ 級地 

・ 大き過ぎるとされている級地間較差の見直し 

・ 個々の自治体の級地区分の変更を含めた、級地制度全般の見直し 

 

○ 資産・能力の活用 

・ 居住用不動産を保有する場合におけるリバースモーゲージの優先適用 

・ 保護の要否判定を行うにあたり、稼働能力を適正に判定するための仕組みの導入 

・ 保護開始後も稼働能力や収入の状況等に対する評価・確認を随時実施 

 

○ 保護からの早期脱却の促進 

・ 早期の段階から自立・就労に向けた効果的な支援プログラムを適用 

・ 効果的な支援プログラムの下でも被保護者の取組状況が十分とは言えない場合等は保

護の停止又は廃止を行うことをルール化 

 

○ 医療扶助の見直し 

 ア）社会的入院の解消等入院医療費の適正化 

・ 医療の必要性が必ずしも高くない長期入院患者（社会的入院患者）の退院・地域移

行を促進し、社会的入院を解消（特に、被保護者に多い精神科入院） 

 イ）頻回受診の是正等外来医療費の適正化 

・ 福祉事務所等における指導の徹底 

・ 受診に際し、被保護者にも何らかのコスト意識を喚起させるような仕組みの導入 
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（万円）

地方公務員(A)
民間給与（全国）(B)
「賃金構造基本統計調査」
(厚生労働省）に基づく

42.0 30.0

平均年齢 46.5才 43.6才

34.5 25.5

平均年齢 46.5才 41.9才

49.0 31.6

平均年齢 46.9才 46.1才

公務員（A）
民間給与（全国）(B)
「賃金構造基本統計調査」
(厚生労働省）に基づく

52.0 30.0 1.73倍

35.6 16.5 2.15倍

57.0 34.2 1.67倍

＜技能労務職員の給与水準の民間との比較＞
（平成19年4月総務省公表値に基づく）

平均給与月額

(A)/(B)

1.40倍清掃職員

学校給食員 1.35倍

1.55倍

※上記数値はいずれも総務省HPより抜粋　http://www.soumu.go.jp/iken/kyuyo.h.html

(A)/(B)

（万円）

バス運転手

神戸市清掃職員

沖縄県学校給食員

神戸市バス運転手

平均給与月額

（参考）各職種における最大較差の具体例
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札幌市 349,090 98.6 115.1 43.4 京都市 351,209 100.1 - 42.0

仙台市 357,891 100.7 118.3 42.6 大阪市 356,608 100.7 115.7 41.6

さいたま市 357,701 101.9 116.9 42.8 堺市 359,612 97.6 - 44.3

横浜市 361,046 99.7 116.3 43.0 神戸市 373,481 98.8 116.3 45.1

川崎市 360,920 101.5 114.5 42.3 広島市 367,237 97.6 110.3 45.3

千葉市 364,403 103.1 128.9 43.8 北九州市 355,848 99.7 - 42.6

静岡市 361,847 104.0 - 42.8 福岡市 363,492 100.7 118.0 42.9

※１

※２

※３

※４

※５

「職務と責任（役職段階）」に基づくラスパイレス指数の試算結果
現在行われている学歴・経験年数（年齢階層）では不十分。職責による比較が必要。

117.4

各地方団体の平均給料月額及び平均年齢は、「平成18年職員給与等実態調査」（各人事委員会）による平成18年4月1日時点の一般行政職の値を示している。

平均給料月額
①

ラスパイレス指数
（公表値）

②
「職務と責任」に

基づいた
ラスパイレス指数

平均年齢

43.4
上記団体の平均値
（算出されている団体分）

②の指数が記載されていない地方団体については、試算に必要なデータがHP上で確認できなかったため表記していない。

①及び②の指数は国と各自治体がそれぞれ設定している地域手当の支給率の影響を考慮したラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数）。

名古屋市 361,956 100.0 120.7

①は、総務省および各地方団体が公表しているラスパイレス指数で、地方団体の一般行政職の給料額と国の行政俸給表（一）の適用職員の俸給額とを学歴別、経験年数別にラスパイレス方式により対比させて比較し算
出したもので、国を100としたもの。平成18年4月1日時点の指数。

②は、「平成18年民間給与実態調査」（人事院及び各人事委員会）、「平成18年国家公務員給与等実態調査」（人事院）及び「平成18年職員給与等実態調査」（各人事委員会）に基づき、地方団体の一般行政職の給料額
と国の行政職俸給表（一）の適用職員の俸給額とを役職段階別にラスパイレス方式により対比させて比較し算出したもので、国を100としたもの。

100.0

平均年齢平均給料月額
①

ラスパイレス指数
（公表値）

②
「職務と責任」に

基づいた
ラスパイレス指数
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1,839 178,019 1年未満 168,927 1,839

2,555 184,225 1年以上2年未満 179,718 2,555

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

2,677 455,606 30年以上35年未満 448,401 2,677

537 466,288 35年以上 458,977 537

総務省「地方公務員給与実態調査」において公表されている地方公務員と
国家公務員のラスパイレス比較

学歴・経験年数（年齢階層）による比較

×

経験年数
（年齢階層）

国の職員数
（大卒）

学歴・経験年数（年齢階層）が同等の職員の給料水準を以下の方法で比較

国（行政職俸給表（一））
平均俸給月額（大卒）

比較の対象となる地方団体
平均給料月額(大卒）

×

国の職員数
（大卒）

分子、分母それぞれについて、同様の計算を全ての学歴別に行い合計値を算出

（地方団体の給料）×（国の職員数）

（国の俸給）×（国の職員数）
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15,715 178,256 係員 205,072 15,715

27,210 227,168 主任 319,464 27,210

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

5,191 475,980 課長 476,930 5,191

1,466 552,123 部次長・部長・支店長 549,820 1,466

「職務と責任（役職段階）」
民間企業（企業規模500人以上）

の役職を基準

「職務と責任（役職段階）」に応じた地方公務員と国家公務員のラスパイレス比較（今回の試算）

国の職員数

（地方団体の給料）×（国の職員数）

（国の俸給）×（国の職員数）

国（行政職俸給表（一））
平均俸給月額

比較の対象となる地方団体
平均給料月額

×

国の職員数

×
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3･4級

9･10級

7･8級

2級

5･6級

国と横浜市の職務の級の対応関係

5級

8･9･10級

5級

9級

10級

部長
（2課以上又は構成員20人以上の部の長）

支店長
（構成員50人以上の支店（社）の長）

9･10級

7級

（A)
国（行（一））

6級5･6級

課長
（2係以上又は構成員10人以上の課の長）

部次長
(部長の職務代行者）

（C)
横浜市（行政職）

1･2級

3･4級

1級

3･4級

7･8級

7級

8級

係長
(課長又は課長代理に直属し直属の部下を有する者)

課長代理
（課長の職務代行者又は部下に係長、部下4人以上を有する者）

6級

1･2級

3･4級

（C)
(例）横浜市行政職給料表

「平成18年民間給与実態調査」（横浜市人事委員会）
で示されている（B)に対応する職務の級

主任

（A)
国（行政職俸給表（一））

「平成18年民間給与実態調査」（人事院）
で示されている（B)に対応する職務の級

「職務と責任（役職段階）」に基づく国と地方団体の俸給表・給料表の具体的比較方法

（B)
「職務と責任（役職段階）」

民間企業（企業規模500人以上）の役職

係員1級

2級

「民間給与実態調査（人事院）」 「民間給与実態調査（各人事委員会）」
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歳入 歳入
82.9兆円 83.1兆円

15.0兆円

25.4兆円
利払費等
3.5兆円

その他　4.0兆円

地方債発行
9.7兆円

国の予算と地方財政計画（2007（平19）年度ベース）

＜国（一般会計）＞ ＜地方財政計画＞

83.1兆円
歳出歳出

82.9兆円

税収

53.5兆円

一般歳出

47.0兆円

国債発行
債務償還費
11.4兆円

公債依存度

その他　2.4兆円

地方交付税等

14.9兆円

地方交付税等

15.5兆円

債務償還費
11.5兆円

地方税等

41.1兆円

その他　6.7兆円

国債費

21.0兆円

国庫支出金
10.2兆円

公債費等

一般歳出

65.7兆円

給与関係
経費

22.5兆円

（一般行政・
投資的経費）

直轄・補助

17.9兆円

（一般行政・
投資的経費）

単独事業

22.5兆円

利払費等
9.6兆円

財政収支
▲14.1兆円

プライマリーバランス
▲4.4兆円

財政収支
＋1.9兆円

プライマリーバランス
＋5.4兆円 借金残高

の減少

借金残高
の増加

30.7％ 11.6％
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（注）１．国税収は特会諸税を含む

２．地方税収は、地方財政計画ベースの見込額＋地方財政計画外税収

３．交付税等移転後税収は、地方交付税法定率分及び地方譲与税を国から地方へ移転した後の計数

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

国と地方の債務残高と税収の比率(2007年度末見込み)

39.8

56.4

長 期 債 務 残 高
（年度末見込）

税    収
(交付税等移転後)

607程度

199程度

国

地方

15.3倍

3.5倍

(兆円)
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（注） １．平成１７年度までは決算額、１８年度は補正後予算額、１９年度は予算額である。
２．ＧＤＰは、１８年度は実績見込み、１９年度は政府見通し。
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実額 対ＧＤＰ比

国と地方の長期債務残高の推移
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児童手当の上乗せ ：５区（千代田、中央、新宿、品川、江戸川）で実施 

 対      象 支  給  月  額 所得制限 

国 の 制 度 小学校 6 年生（12 歳以下）まで 第 1 子、第 2 子：5,000 円 

第 3 子以降：10,000 円 

（※ 0 歳から 3 歳未満：一律 10,000 円） 

有 

千 代 田 区 妊娠 15 週目以降 

～高校 3 年生（18 歳以下）まで

国の制度に同じ 

（※ 妊娠期間中は一律 5,000 円） 
無 

中央、新宿区 中学校 3 年生（15 歳以下）まで 国の制度に同じ 有 

品 川 区 国の制度に同じ 国の制度に同じ 無 

江 戸 川 区 1 歳未満の乳児 国の制度とは別途一律 13,000 円 

（認証保育所等に乳児を預けていない人 等） 

有 

 

子供の医療費無料化 ：２３区全てで実施（所得制限無し） 

国の医療保険制度 0 歳～3 歳まで 2 割負担、3 歳以上 3 割負担 

２２区（板橋区以外） 15 歳まで（※）自己負担無し 

板橋区 12 歳まで自己負担無し 

※ 通院の場合は、江戸川区は 12 歳まで、江東区は 9 歳まで、足立区は 6 歳まで。 

東京都 23 区の子育て等に関する上乗せ施策の例(各区 HP 等より) 
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自治体名 教育委員
教育

委員会
開催数

選挙管理
委員

選挙管理
委員会
開催数

千代田区 250000 2.1 250000 3.0
中央区 246000 1.3 246000 1.8
港区 246000 2.1 246000 2.4

新宿区 249000 1.8 249000 2.1
文京区 230900 1.7 230900 3.2
台東区 229800 1.5 229800 2.8
墨田区 238000 2.3 238000 2.1
江東区 233000 1.8 233000 2.3
品川区 238000 2.2 238000 2.5
目黒区 227000 3.8 227000 4.7
大田区 247000 1.6 247000 2.6

世田谷区 244000 2.1 244000 3.4
渋谷区 267000 2.9 267000 2.3
中野区 294000 2.0 255000 3.3
杉並区 242000 2.0 242000 3.7
豊島区 234000 2.1 234000 3.8
北区 275000 1.7 275000 1.5

荒川区 240000 1.3 240000 2.9
板橋区 249000 2.0 249000 2.6
練馬区 247000 2.9 247000 3.2
足立区 235000 1.2 235000 2.4
葛飾区 223000 2.1 223000 2.7

江戸川区 253000 2.3 220000 3.3
八王子市 118000 1.8 67000 1.1
立川市 123000 2.2 70000 1.6

武蔵野市 138000 1.3 67200 2.2
三鷹市 115500 1.4 70500 1.8
青梅市 122000 1.4 62000 1.7
府中市 123000 1.2 75000 1.5
昭島市 118000 1.1 78500 2.1
調布市 125700 2.0 70500 1.8
町田市 121000 1.3 74000 2.2

小金井市 115000 1.2 67000 1.8
小平市 110000 1.1 70000 1.7
日野市 146000 1.0 69500 2.5

東村山市 89600 1.4 44300 1.8
国分寺市 95000 1.5 64000 2.1
国立市 102000 1.3 59000 1.5
福生市 75000 1.1 45000 1.8
狛江市 84800 1.1 49100 1.9

東大和市 82200 1.2 46900 1.9
清瀬市 85000 1.1 55000 1.7

東久留米市 103500 1.1 53500 1.3
武蔵村山市 84000 1.2 51500 1.8
多摩市 101300 1.1 59000 1.8
稲城市 75000 1.2 45000 1.8
羽村市 79000 1.1 42000 1.8

あきる野市 75000 1.2 44500 2.0
西東京市 93000 1.3 53700 1.7

（月額報酬の単位は円、委員会開催数は05年度の月平均）

教育委員会と選管委員会の月額報酬と開催状況

2007(平成19）年2月28日（水）　読売新聞（朝刊）35面

「検証の仕組みなし 23区行政委員高額報酬」より抜粋
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1
教職員研修等

一定の都市計画

決定等

事務 分散度 職員数 事務 分散度 職員数 事務 分散度 職員数 事務 分散度 職員数 事務 分散度 職員数

・

・

・ 面積：総務省「平成18年版全国市町村要覧」

(平均149万人)

職員数：総務省「平成18年地方公共団体定員管理調査結果」（2006（平18）年4月1日現在）

(出典)

人口：総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数（2006（平18）年3月31日現在）」

政令市

身障者手帳交付

市街化区域内の開発許可

騒音・振動規制地
域の指定等

児童相談所設置

県道管理

教職員人事等

特別区
(平均36万人)

一般市
(平均8万人)

特例市
(平均28万人)

中核市
(平均45万人)

基礎的自治体の「事務量及び人口分散度」と「人口1000人あたり職員数」の比較

7.73人

0.1

7.39人

4.16

5.87人 5.86人

6.43人

0.49

1.5

前提
★職員数は普通会計ベース（上下水道等は含まれない）から消防及び保健所部門を除いたもの。
★人口分散度（住民1人当たりの面積（面積/人口）。人口密度（人口/面積）の逆数）は、特例
市の平均値を1とした場合の各都市の平均値の値。
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日本 イギリス フランス ドイツ スウェーデン

５７：４３ ９４：６ ８２：１８ ５１：４９ ５５：４５

55兆円／41兆円 3,205億ﾎﾟﾝﾄﾞ／202億ﾎﾟﾝﾄﾞ 3,744億ﾕｰﾛ／796億ﾕｰﾛ 2,324億ﾕｰﾛ／2,234億ﾕｰﾛ 5,090億ｸﾛｰﾅ／4,198億ｸﾛｰﾅ

３．２倍 １．５倍 １．８倍
２．２倍

[５．４倍]
１．４倍

17.0兆円 349億ﾎﾟﾝﾄﾞ 371億ﾕｰﾛ 26億ﾕｰﾛ 552億ｸﾛｰﾅ

対中央政府支出比 21.0% 7.0% 9.2% 0.8% 6.4%

中央政府支出 80.8兆円 5,006億ﾎﾟﾝﾄﾞ 4,044億ﾕｰﾛ 3,247億ﾕｰﾛ 8,671億ｸﾛｰﾅ

ー ー ー 182億ﾕｰﾛ 115億ｸﾛｰﾅ

対地方政府支出比 ー ー ー 4.0% 1.7%

地方政府支出 72.9兆円 1,603億ﾎﾟﾝﾄﾞ 1,875億ﾕｰﾛ 4,500億ﾕｰﾛ 6,617億ｸﾛｰﾅ

５０１兆円
１兆2,245億ポンド
（２４５兆円）

１兆7,100億ユーロ
（２３４兆円）

2兆2,410億ユーロ
（３０７兆円）

2兆6,705億クローナ
（３９兆円）

税収の中央：地方比

（実額：中央/地方）

財
政
調
整
規
模

垂直調整額

水平調整額

(注１)税収の中央：地方比は、日本以外はOECD Revenue Statistics(2004年の計数）から作成(ドイツの州税は便宜上地方税として整理。なお、国税として整理した場合の比率は88：12）。日本は2007年度予算ベース。
(注２)各国の一人当たり税収（最大／最小)の値の算定方法は以下の通り（<　>内は比較対象となる団体）。
　　　日本：2005年度決算(超過課税分除く)による比較<都道府県>、イギリス：2006年度歳入援助交付金算定時に用いられた課税ベースによる比較<カウンティ及びロンドン市>、
　　　フランス：2006年度予算の不動産税及び職業税の課税ベースによる比較<レジオン(職業税のデータのないコルシカを除く）>、ドイツ：2005年の付加価値税配分前の税収による比較<旧西独州。[　]内は旧東独州を含む全州>、
　　　スウェーデン：2006年度の平衡交付金算定時に用いられた課税ベースによる比較<カウンティ>。
(注３)各国の財政調整額は2005年度の計数。対象とした財政調整制度等は以下による。
　　　日本(2005年度決算):地方交付税、イギリス(財務省資料):歳入援助交付金、フランス（内務省資料):経常費総合交付金、
　　　ドイツ(財務省資料):垂直調整額は連邦補充交付金（特別需要交付金との合計は146億ユーロ［中央政府支出比4.5％］）、水平調整額は付加価値税の州間配分額（補足的配分部分）に州間調整交付金額を加えた額、
　　　スウェーデン(地方政府連合会資料)：垂直調整額は平衡交付金、水平調整額は歳入平衡負担金と費用平衡負担金の合計。
(注４)中央政府支出及び地方政府支出はNational Account vol4 2006による一般政府内の移転支出を含む2005年の計数（日本は内閣府「平成17年度国民経済計算確報」による2005年度の計数)。
(注５)日本の中央政府支出は道路関係四公団の民営化に伴う資産・負債承継の影響を除外した値。
(注６) GDPの円換算値は2005年の対円レート（ポンド：200.17円、ユーロ：136.9円、クローナ：14.753円）による。

ＧＤＰ(2005)
（円換算値）

一人当たり税収
(最大／最小）

各国の財政調整制度の概要
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文教・
科学振興

2.0
（10％)

2.0 1.9

介護保険生活保護 義務教育

1.7

社会保障

12.2
（64％）

2.3

市町村国保老人医療

3.8

そ
の
他

0.8
(4％)

公共事業

4.1
（21％）

国庫負担金
(下水道、災害復旧等)

2.8

文教・科学振興

3.4
(18％)

8.3
(44％)

社会保障 公共事業

6.0
(32％)

その他

1.1
(6％)

一般会計　16.6兆円
特別会計　 2.4兆円

児童手当 0.4

障害者自立支援 0.6

児童扶養手当等 0.6

18.9兆円

19.0兆円

＜平成9年度＞

＜平成19年度＞

地方向け補助金・負担金の全体像
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6 . 9

7 . 2
7 . 5

7 . 8
8 . 1

8 . 4

9 . 49 . 49 . 4
9 . 0

9 . 79 . 6
9 . 28 . 9

8 . 5
8 . 1

7 . 7
7 . 37 . 3

7 . 2

6 . 1

7 . 8
8 . 0

8 . 9

8 . 3

10 . 0

11 . 311 . 5

12 . 2

14 . 9

10 . 5

11 . 2

14 . 2

10 . 5

12 . 5

9 . 9

8 . 5
8 . 1

8 . 5

7 . 87 . 8

0 . 0

1 . 0

2 . 0

3 . 0

4 . 0

5 . 0

6 . 0

7 . 0

8 . 0

9 . 0

10 . 0

11 . 0

12 . 0

13 . 0

14 . 0

15 . 0

16 . 0

S 62 ( 8 7 ) S 6 3 ( 8 8 ) H元 ( 8 9 ) H 2 ( 9 0 ) H 3 ( 9 1 ) H 4 ( 9 2 ) H 5 ( 9 3 ) H 6 ( 9 4 ) H 7 ( 9 5 ) H 8 ( 9 6 ) H 9 ( 9 7 ) H 1 0 ( 9 8 ) H 1 1 ( 9 9 ) H 1 2 ( 0 0 ) H 1 3 ( 0 1 ) H 1 4 ( 0 2 ) H 1 5 ( 0 3 ) H 1 6 ( 0 4 ) H 1 7 ( 0 5 ) H 1 8 ( 0 6 ) H 1 9 ( 0 7 )

補正

当初

(兆円)

(年度)

公共事業関係費の推移

※NTT-Aを除く
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地方公共団体の入札契約制度改革の推進地方公共団体の入札契約制度改革の推進

政府全体の取組
政府全体の取組

◆公共工事等の入札契約の改善
・一般競争方式の拡大

２億円以上は基本的に一般競争方式に移行（２億円未満もできる限り導入）

・総合評価方式の拡充
実施目標値の設定（国交省 ８割（平成１８年度、金額ベース）→９割（Ｈ１９年度））

・入札ボンドの導入・拡大

フォローアップを実施し、各府省の取組を推進

地方公共団体の入札契約適正化・支援方策

国土交通省直轄の入札談合防止への取組国土交通省直轄の入札談合防止への取組

入札談合の防止について（Ｈ１９．３．８）

・政府全体の公共工事等の入札契約の改善の取組に加え、
今般の水門談合事件を受けた対策をとりまとめ。

・総務省とも連携しつつ、地方の改革を強力に推進
→昨年末、公共工事入札契約適正化法に基づく要請

【都道府県の平成１９年度の取組状況】
・一般競争方式の拡大

約７割強の都道府県が昨年度より対象範囲を拡大
・総合評価方式の拡充

約８割の都道府県が今年度の実施目標を新たに設定

○総合評価方式の普及・拡大のため、地方公共団体においても導入しやすい
より簡易な総合評価方式の活用を推進

○発注者の体制・能力の補完等のため、多様な発注方式の活用、発注者支援を
推進

○一般競争方式の拡大に対応した競争環境整備のため、適切な入札参加条件等
の設定を推進

入札契約制度改革

○コンプライアンスの徹底

・職員の意識改革、内部通報制度の整備

・OB等からの不当な働きかけの記録・報告・公表

・関与職員に係る処分基準の明確化、損害賠償の
請求

○競争性・透明性の向上のための入札方式の改善等

・一般競争方式の対象範囲の拡大

２億円以上（現行）→6,000万円（H２０年度中）

・多様な発注方式の採用

設計・施工一括発注方式、ＣＭ方式等の導入・活用

○ペナルティの強化

・建設業法の営業停止処分の強化

・指名停止措置の強化

○再就職の見直し

・自粛措置の対象拡大

※金額ベースで約９割に相当

※当該金額未満の工事でも積極的に試行

国交省では、 H19年度、全地方整備局で7.2億円（WTO協定上の基準額）以上の全て

の工事に適用拡大

「公共調達の適正化に向けた取り組みについて」
（Ｈ１８．２．２３ 関係省庁連絡会議とりまとめ）

国土交通省作成資料
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23
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12
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5

2

5
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5

1

8

2
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10
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地方公共団体における一般競争入札を適用する工事金額の基準
(都道府県および政令指定都市)

1000万円以下 2000～4000万円 5000万円～ 1億円～ 2億円～ 3億円～ 5億円～ 10億円～ 24.1億円～

(基準金額)

(団体数)

平成18年10月現在

平成19年度の予定
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日本 イギリス フランス ドイツ
アメリカ
合衆国

３．７％ ５．４％ ５．９％ ４．７％ ５．７％

日本 イギリス フランス ドイツ
アメリカ
合衆国

３４．２％ ４３．４％ ５３．６％ ４８．４％ ３６．７％

　⇒　そもそも日本は政府の規模が小さい

日本 イギリス フランス ドイツ
アメリカ
合衆国

１０．７％ １１．９％ １１．０％ ９．７％ １５．２％

　⇒　教育予算の割合はヨーロッパ諸国並み。

（購買力平価による米ドル換算額）

日本 イギリス フランス ドイツ
アメリカ
合衆国

６，２４７ ５，８３１ ６，６３５ ５，４１４ ８，２１１

　⇒　一人当たりではＧ５中３位。ＯＥＣＤ平均（５，８２０）を上回る。

各 国 の 公 教 育 支 出 に つ い て

ＧＤＰに占める公教育支出の割合（２００３年）

ＧＤＰに占める一般政府総支出の割合（２００３年）

一般政府総支出に占める公教育支出の割合（２００３年）

一人当たり公教育費（初等中等教育（小中高））（２００３年）
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「在学者一人当たり公財政教育支出(初等中等)」と「PISA得点」の分布

ﾍﾞﾙｷﾞｰ

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ

ｷﾞﾘｼｬ

ｲﾀﾘｱ

韓国

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

ｽｲｽ

OECD平均

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

ｵｰｽﾄﾘｱ

ｶﾅﾀﾞ

ﾁｪｺ共和国

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

ﾌﾗﾝｽ
ﾄﾞｲﾂ

ﾊﾝｶﾞﾘｰ

ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ

日本

ｵﾗﾝﾀﾞ
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ

ｽﾛﾊﾞｷｱ共和国 ｽﾍﾟｲﾝ ｱﾒﾘｶ合衆国

440.0

460.0

480.0

500.0

520.0

540.0

560.0

0.0 1000.0 2000.0 3000.0 4000.0 5000.0 6000.0 7000.0 8000.0 9000.0 10000.0

在学者一人当たり公財政教育支出(初等中等)  US㌦,購買力平価換算

PISA得点4分野平均

(注1)出典は、「図表でみる教育」(2006・OECD),教育指標の国際比較(平成19年版・文部科学省)
(注2)PISA得点平均は、OECDの2003学習到達度調査の、数学的ﾘﾃﾗｼｰ、読解力、科学的ﾘﾃﾗｼｰ、問題解決能力の平均点。

(2007)
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児童生徒1人当たり公教育費

87.3万円
57.8万円

平成元年 平成１６年

＋５１％

児童生徒40人当たり教職員数

2.68人
2.05人

平成元年 平成１６年

＋３１％

小中学校に対する教職員数の状況

（注１）児童生徒数は、平成16年学校基本調査より

（注２）教職員定数は、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律に基づき算出した予算定員

２．６８人 ＋　３１％

教職員定数　　（C) ７６．２万人 ７０．３万人 △　８％

児童生徒40人当たり教職員数　（C)／（A） ２．０５人

児童生徒数（小中学校）  　（A） １，４８８万人 １，０４８万人 △　３０％

平成元年
(1989)

平成16年
(2004)

元年→16年
(1989) (2004)

小中学校に対する公教育費支出の状況

（注１）公教育費とは、国・地方における小中学校の教職員給与費、施設整備費、その他学校運営に必要な経費を合計したもの

（注２）平成１７年度地方教育費調査(平成１６会計年度）中間報告他文部科学省より

＋　５１％

元年→16年
(1989) (2004)

公教育費（小中学校費）　  （Ｂ） ８．６兆円 ９．１兆円 ６％

児童生徒数（小中学校）  　（A） １，４８８万人 １，０４８万人 △　３０％

児童生徒１人当たりの公教育費　　（Ｂ）／（Ａ）

平成元年
(1989)

平成16年
(2004)

５７．８万円 ８７．３万円

(1989) (2004) (1989) (2004)

(2004)

(2005) (2004)
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⒈ 児童・生徒数等

⒉ 児童・生徒数と学校数の直近のピーク時との比較

⒊ 学級数別学校数

公立小中学校規模の現状

(注)平成18(2006)年度学校基本調査(学校数は、休校中の学校を除いている。)

教員一人当たり
児童生徒数

17.1人

14.3人中学校 3,320,772人 10,118校 110,646学級 232,968人 328.2人 10.9学級 30.0人 23.0人

小学校 7,067,863人 22,253校 274,019学級 412,300人 317.6人 12.3学級 25.8人

学校数 学級数 教員数

18.5人

1校当たり
児童・生徒数

1校当たり
学級数

1学級当たり
児童・生徒数

1校当たり
教員数

児童・生徒数

☞　児童生徒数の減少幅に比べ学校数は大きく変化していない。

（注1）昭和56(1981)、昭和61(1986)、平成18(2006)年度学校基本調査（学校数は、休校中の学校を除いている。)
（注2）直近のピーク時は、小学校は昭和56(1981)年、中学校は昭和61(1986)年。

△４４％
学校数 10,483校 10,118校
生徒数 5,885,843人 3,320,772人

△３％

小学校

中学校

22,253校
児童数
学校数 24,574校

昭和56(1981)・61(1986)年

△９％

平成18(2006)年 増減率
11,819,002人 7,067,863人 △４０％

☞　小中学校共、標準規模に満たない学校が約半数を占めている。

 ← 標準規模

(注1)平成18(2006)年度学校基本調査
(注2)標準規模：学校教育法施行規則第17条(第55条)

学校数構成比
公立中学校

構成比

22.2%

1,182校 11.7%

33.5%
32.6%

21.3%

3,394校
3,298校

2,244校

１９学級以上

3,105校
7,878校
6,530校

4,740校

５学級以下
６～１１学級

１２～１８学級

学校数

14.0%
35.4%
29.3%

公立小学校

49.4% 55.7%
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※集計中のため、計数は変更の可能性がある。

⒈

⒉ １校当たりの学級数

☞

⒊ １学級当たりの児童・生徒数

☞

過少規模校が相当程度減少する成果が見られる。

過少人数の学級が相当程度減少し、全国平均並みに改善されている。

学校規模の最適化に関する調査(暫定版)
～19年度(2007年度)予算執行調査～

公立中学校　　６０校（統合前　１４０校）公立小学校　１６１校（統合前　３８７校）

調査対象
統合して17(2005)年4月に開校した全国の学校

（小学校） （中学校）

学級数 構成比 学級数 構成比 学級数 構成比 学級数 構成比
① 969 47.5% 174 12.7% ① 111 18.9% 11 2.5%
② 164 8.0% 124 9.0% ② １５人超～２０人以下 42 7.1% 11 2.5%
③ 248 12.2% 240 17.5% ③ ２０人超～２５人以下 96 16.3% 19 4.3%
④ ２５人超～３０人以下 381 18.7% 404 29.4% ④ ２５人超～３０人以下 85 14.5% 73 16.6%
⑤ ３０人超～３５人以下 264 13.0% 427 31.1% ⑤ ３０人超～３５人以下 184 31.3% 210 47.8%
⑥ ３５人超～４０人以下 12 0.6% 0 0.0% ⑥ ３５人超～４０人以下 70 11.9% 115 26.2%
⑦ 0 0.0% 6 0.4% ⑦ 0 0.0% 0 0.0%

2,038 100.0% 1,375 100.0% 588 100.0% 439 100.0%
17.6 25.1 25.2 31.8

25.8人/1学級 (参考　全国平均） 30.0人/1学級

１５人以下

４０人超

合計合計

１５人以下

４０人超

１５人超～２０人以下

２０人超～２５人以下

（単位：学級）
統合前 統合時

（単位：学級）
統合前 統合時

平均(人/学級) 平均(人/学級)

(参考　全国平均）

(小学校) (中学校)
（単位：校） （単位：校）

校数 構成比 校数 構成比 校数 構成比 校数 構成比
① 183 50.1% 16 10.5% ① 80 68.1% 12 23.5%
② 149 40.8% 91 59.5% ② 32 26.2% 25 49.0%
③ 31 8.5% 40 26.1% ③ 6 4.3% 13 25.5%  ← 標準規模

④ 2 0.5% 6 3.9% ④ 2 1.4% 1 2.0%
365 100.0% 153 100.0% 120 100.0% 51 100.0%

(注)データが不完全な学校を集計から除外していること等のため、調査対象学校数とは一致しない。

5.0学級/１校 8.6学級/1校

10.9学級/1校

６～１１学級
１２～１８学級

６～１１学級
１２～１８学級

(参考　全国平均） 12.3学級/1校 (参考　全国平均）

合計
5.5学級/１校 9.0学級/1校 平均

合計
平均

５学級以下

１９学級以上

統合前 統合時

５学級以下

１９学級以上

統合前 統合時

7
6



⒋ 学校運営費

☞

17,050百万円

⒌ アンケート結果

☞

調査対象の合計で、人件費を中心に単年度約170億円の運営費が効率化されている。
　（児童・生徒一人当たりでは、小学校で約33万円、中学校で約25万円の効率化）

教育環境の向上に成果が見られ、規模が大きくなることによる様々なメリットから保護者も歓迎している。

統合して良かった点（設置者）

a.適正規模での教育が可能となった　　37.0％
b.生徒の精神面、行動面へよい影響    21.5％
c.予算面での効率化                        16.5％
d.地域の関心の高まり、連携強化         8.4％
e.その他（施設、集団行動）               16.5％

教職員配置上の効果（設置者）

a.少人数指導が可能となった　　　　37.4％
b.習熟度別授業が可能となった      13.0％
c.生徒指導の充実                      12.2％

d.その他（教員組織の活性化など）  37.4％

統合して良かったか（小学校・保護者）

a.良かったと思う　　　　66.1％
b.変わらない　　　　　 　20.8％
c.良かった思わない    13.1％

統合して良かった点（小学校・保護者）

a.友達がたくさんできる　　　　　　　56.8％
b.行事を大勢で行うことが可能      7.7％
c.クラス替えが可能                    8.2％
d.勉強をやる気になっている         4.4％
e.子供の刺激、活気、協調性など　4.8％
f.施設・設備が良くなった             3.7％
g.その他（親の交流等）             14.4％

学力の変化（設置者）

a.良くなった　　　　27.3％
b.変わらない       46.7％
c.悪くなった         1.2％
d.わからない       24.8％

統合の目的（設置者）

a.規模適正化による教育環境向上　40.9％
b.複式学級の解消                      21.4％
c.校舎の老朽化対策                  14.8％
d.市町村財政の悪化                    3.5％
e.その他（児童数減少等）            19.5％

（小学校） （中学校）

（単位：百万円） （単位：百万円）

統合前 18(2006)年度 増減 統合前 18(2006)年度 増減

① 5,645 3,569 △ 2,076 ① 2,241 1,748 △ 493

② 19,401 12,355 △ 7,045 ② 7,834 5,225 △ 2,609

③ 9,700 6,178 △ 3,523 ③ 3,917 2,612 △ 1,305

34,746 22,103 △ 12,643 13,992 9,585 △ 4,407

32,143 20,181 △ 11,962 12,725 8,351 △ 4,374

2,603 1,922 △ 681 1,267 1,234 △ 33

児童一人当たり
運営費

約97万円 約64万円
約△33万円

(約△34%)
生徒一人当たり

運営費
約94万円 約69万円

約△25万円
(約△27%)

うち人件費 うち人件費

うち管理費 うち管理費

国 国

公費合計 公費合計

市区町村 市区町村

都道府県 都道府県

累計 累計
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〇 国立大学法人の分類 

 
北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、新潟大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学 

大規模大学（１３大学)：学生収容定員 1 万人以上、学部等数概ね 10 学部以上の国立大学法人 

 
室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、東京農工大学、東京工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、豊橋

技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学 

理工系中心大学（１３大学）：医科系学部を有さず、理工系学生数が文科系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人 

 
小樽商科大学、福島大学、筑波技術大学、東京外語大学、東京芸術大学、一橋大学、滋賀大学、大阪外国語大学 

文科系中心大学（８大学）：医科系学部を有さず、文科系学生数が理工系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人 

 

政策研究大学院大学、総合研究大学院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学 

大学院大学（４大学） 

 
旭川医科大学、東京医科歯科大学、浜松医科大学、滋賀医科大学 

医科系学部のみの大学（４大学） 

 
北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育

大学、福岡教育大学 

教育系学部のみの大学（１１大学）

 
弘前大学、岩手大学、秋田大学、山形大学、茨城大学、群馬大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、富山大学、金沢大学、福

井大学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、静岡大学、三重大学、奈良女子大学、和歌山大学、鳥取大学、島根大学、山口大学、徳島大学、香川大学、愛

媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学 

上記以外の大学（３４大学） 
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格差給について 
 
１．趣旨 

 
駐留軍等労働者（常勤）全員に適用される特殊な手当であり、米軍人等の指揮監督の下、在日米軍基

地に勤務するという労働者の労働環境(言語、風俗、習慣等の異なる特殊な環境)を考慮して、国家公務
員の俸給表を基礎として設定された基本給に対し、一律 10%の手当を上乗せして支給しているもの。 

 
２．創設の経緯 

 

米軍占領当時は占領軍等の労働者は国家公務員であったが、昭和 22年、国家公務員の基本給より 10％

増額とする給与改定を実施、以降国家公務員の水準を 10％上回る水準とする扱いが続けられた。 

昭和 38 年、職種間の給与体系のゆがみ是正等のために国家公務員の俸給表に対応させる形で駐留軍

等労働者の俸給表が策定された際、国家公務員を上回る給与部分について、「格差給」が創設されたも

の。 
 
３．日本側負担の経緯（昭.54.4.26.衆・内閣委 上原康助委員（社）質問への玉木政府委員答弁（抜粋）） 

 
「米側とすれば日本国内において雇用する場合の賃金の水準を、通常その地方におけるノーマルな賃金
体系の中で雇用するのが当然であるという考え方をとりますと、その水準はやはり国家公務員並みの賃
金を払って労働力を雇用するというのが穏当な線であろう。 
そうすると、過去の団体交渉等から見まして、労働者に既得権としてそれを上回る給与を確保してお

るわけでございますが、その分については当然に米側に支出を要求するというわけにもいくまい。そこ
に日本政府として雇用者の立場におきます負担をしようという考え方で、今回の公務員の水準を上回る
部分については日本政府が負担するという考え方で予算の提案をし、御可決をいただいたという次第で
ございます。」 

 

（注）「公務員の水準を上回る部分」としては、格差給のほか、「語学手当」「退職手当のうち国家公務員の水準を上回る部

分」「格差給及び語学手当の他の諸手当への算入分」が掲げられ、昭和 54 年から日本側負担とされた。 
(1979) 

(1963) 

(1947) 

(1979) 
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駐留米軍の規模と労働者数の推移

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

年　度

人数

240,000

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

340,000 千㎡

駐留軍等労働者数

在日米軍兵員数（実員）

駐留軍施設の土地面積

人数の上限設定

S53                 　　　　 S60      　   　 H1     H3　   H5     　   H8  　H10        　 　　 H15    　  H18

福利費等の負担開始

45,939

21,017人

   308,614千㎡
(S53比▲9.0％）

339,086千㎡

    33,453人
(S53比▲27.2％）

基本給等の負担開始

     25,403人
（S53比+20.9％）

(1978)                           (1985)            (1989) (1991)  (1993)       (1996)  (1998)               (2003)
(2006)

     23,055人
（S53比+9.7％）

(注1）人数の上限設定：特別協定において、基本給等に係る日本側負担の人数の上限を23,055人に設定。
(注2）在日米軍兵員数（実員）は各年度の9月末時点、駐留軍等労働者数については年度末(但し、平成18年度分
　　　については9月末）の数字。
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(単位：億円)

年　度 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07

予 算 額 2,332 3,022 3,516 3,965 4,417 4,813 5,281 5,810 6,220 6,580 7,010 7,557 8,175 8,831 9,522 10,144 10,634 11,061 11,452 11,687 10,473 10,489 10,466 10,152 9,106 8,578 8,169 7,862 7,597 7,293

対前年度増減額 484 690 494 449 452 396 468 529 410 360 430 547 618 656 691 622 490 427 390 235 ▲ 1,214 16 ▲ 23 ▲ 314 ▲ 1,046 ▲ 529 ▲ 409 ▲ 307 ▲ 265 ▲ 304

伸 率 (%) 26.2 29.6 16.3 12.7 11.4 8.9 9.7 10.0 7.0 5.8 6.5 7.8 8.2 8.0 7.8 6.5 4.8 4.0 3.5 2.1 ▲ 10.4 0.2 ▲ 0.2 ▲ 3.0 ▲ 10.3 ▲ 5.8 ▲ 4.8 ▲ 3.8 ▲ 3.4 ▲ 4.0

一般会計ＯＤＡ予算の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07
（年度）

（億円）

▲10.4%

▲5.8%

▲4.8%
▲3.8%

▲3.0%
▲0.2%0.2%

▲10.3%

▲3.4%

▲4.0%

8
1



７８ ７９ ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ２０００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６

日　　本 2,215 2,685 3,353 3,171 3,023 3,761 4,319 3,797 5,634 7,342 9,134 8,965 9,069 10,952 11,151 11,259 13,239 14,489 9,439 9,358 10,640 12,163 13,508 9,847 9,283 8,880 8,922 13,147 11,608

米　　国 5,664 4,684 7,138 5,782 8,202 8,081 8,711 9,403 9,564 9,115 10,141 7,677 11,394 11,262 11,709 10,123 9,927 7,367 9,377 6,878 8,786 9,145 9,955 11,429 13,290 16,320 19,705 27,622 22,739

英　　国 1,465 2,157 1,854 2,192 1,800 1,610 1,430 1,530 1,737 1,871 2,645 2,587 2,638 3,201 3,243 2,920 3,197 3,202 3,199 3,433 3,864 3,426 4,501 4,579 4,924 6,282 7,883 10,767 12,607

フランス 1,835 2,440 2,889 2,964 3,050 2,909 3,026 3,134 4,042 5,250 5,463 5,802 7,163 7,386 8,270 7,915 8,466 8,443 7,451 6,307 5,742 5,639 4,105 4,198 5,486 7,253 8,473 10,026 10,448

ド イ ツ 2,347 3,393 3,567 3,181 3,152 3,176 2,782 2,942 3,832 4,391 4,731 4,948 6,320 6,890 7,583 6,954 6,818 7,524 7,601 5,857 5,581 5,515 5,030 4,990 5,324 6,784 7,534 10,082 10,351

注：２００６年については暫定値。

       主要国のＯＤＡ実績（ネット）の推移
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米　国

日　本

フランス

ドイツ

英　国

（出典：ＯＥＣＤ資料、支出純額ベース）
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　　　我が国のＯＤＡ実績（ネット）の推移

 

(億ドル)
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戦後賠償期
(54年～63年)

援 助 伸 張 期 ( 64 年 ～ 76 年 )

計画的拡充期(77年～88年)

ﾄｯﾌﾟ･ﾄﾞﾅｰ期（89年～00年）

第1次中
期目標

第2次中期目標

第4次中期目標

第5次中期目標 中期政策
注：東欧及びＥＢＲＤ向けを除く。
  ：支出純額ベース。
  ：ＯＤＡの概念は、1969年ＤＡＣ援助条件勧告において成立、それ以前は政府資金として整理。
   :2006年については暫定値。

第3次中期目標

「100億ドル」コミットメントの基準年

116

2年間で69億ドル
の積み増し
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資料：農林水産省「農(林)業センサス」
資料：欧州委員会「The Agriculture situation in the European Union」（各年度版）
資料：米国農業センサス
　注：1) 日本の1985年以降は販売農家の値であり、1980年以前は総農家の値である。
　    2) フランス、イギリス、ドイツの2005年は2003年の値である。
　    3) ドイツの1990年は1993年の値であり、1985年以前は、旧西ドイツの値である。
　    4) アメリカは、2002年より農家の定義が変更されている。
　    5) アメリカの1960年は1959年、1965年は1964年、1970年は1969年、1975年は1974年、1980年は1982年、
　       1985年は1987年、1990年は1992年、1995年は1997年、2000年は2002年の値である。
　    6) フランス及びイギリスの1990年以降は経営面積１ha未満の経営体を含む。

農家一戸あたり平均経営耕地面積
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25.424.321.0

70.767.969.468.7
64.8
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36.3
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178

197199

187
178178

158

123

142

210

1960年農業基本法制定以
降、SAFER（土地整備農村建
設会社）の創設と先買権の
付与による農地集積等の規
模拡大政策、農地の長期賃
貸借制度の創設等。

1919年ライヒ植民法に基づ
く公益土地会社（先買権あ
り）による農地の規模拡大
政策等。
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米　　の　　生　　産　　コ　　ス　　ト
（平成17(2005)年産）

20 000 
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140 000 

160 000 

180 000 

200 000 

220 000 

0.5 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 10.0 15.0 

作付規模

（円/10ａ）

全算入生産費

物財費

労働費

農林水産省「農業経営統計調査（平成17年産米生産費）」に基づき作成

（注）作付規模0.5ha未満は0.5ha、0.5～1.0haは0.75ha、1～2haは1.5ha、2～3haは2.5ha、3～5haは4ha、
　　　 5～10haは7.5ha、10～15haは12.5ha、15ha以上は15haとして表記

（ha）
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主要食糧法に基づき、政府は米穀の生産量の減少によりその供給が不足する事態に備えて、国産米の政府備蓄を実
施。（ＭＡ米も保有。）（備蓄経費（１９(2007)年度予算）：５４２億円（売買損失４５７億円、保管料８４億円））
国産米の備蓄水準は、１３（2001）年１２月当時の需要量等に基づき、１０年に一度の不作や通常程度の不作が２年連
続した事態にも対応できるよう設定され、それまでの１５０万トンから１００万トン程度に引下げられたところ。
１３(2001)年の備蓄水準見直し当時に比べ、主食用等生産量（平年作況）はほぼ横ばいであるのに対して、需要量は
減少。（潜在的な需給ギャップの拡大）
米の備蓄制度については、需給状況等の推移を踏まえ真に必要な備蓄に限定することが必要。過剰米対策として利
用し、過剰在庫の発生につながることのないよう、制度の本旨を踏まえた適切な運営を行うことが必要である。

米の政府備蓄
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250

300

平成11年
（1999）

平成13年
（2001）

平成15年
（2003）

平成17年
（2005）

平成19年
（2007）

国産米在庫量

国産米備蓄水準

国産米の政府在庫量の推移

13年12月
150万→100万ﾄﾝ程度

820

840

860

880

900

920

平成11年
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平成13年
（2001）

平成15年
（2003）

平成17年
（2005）

平成19年
（2007）

需要量

主食用等生産量（平年作況）

○

○

○

➢

（注）国産米の各年における政府備蓄量は、各年6月末における政
府備蓄量（実績）。平成19(2007)年は19年6月末の見通し。

米穀の主食用等生産量と需要量の推移

（注）需要量は「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」に
おける需要量実績及び見通し。主食用等生産量（平年作況）は、各
年の主食等生産量（実績）、作況指数を基に算出。

（万トン） （万トン）

備蓄水準　１００万トン程度
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◎ 信用補完制度の見直しについて 

 

○ 「平成１８年度中小企業の動向」（抄）（平成１９年４月２４日閣議決定） 

 

平成１８年度において講じた中小企業施策 

第５章 中小企業金融対策 

第１節 中小企業金融の多様化・円滑化 

５．信用補完制度の見直し 

平成 17 年 6 月 20 日に中小企業政策審議会基本政策部会においてとりまとめら

れた「信用補完制度のあり方に関するとりまとめ」を踏まえ、必要な制度改正を引き

続き行った。 

   （4）信用保証協会と金融機関との適切な責任共有制度による連携強化 

原則 100％保証の現行制度においては、金融機関は、リスクを負っていないため、

中小企業に対して適切な経営支援等を行うインセンティブが働かないことや制度利

用に係るモラルハザードが生じる懸念がある。 

このため、金融機関が責任ある貸し手として、保証協会と連携して中小企業に対

するきめ細かい支援を行うとともに、金融機関に対し、適切な制度利用を促すため、

部分保証等の金融機関と保証協会とが適切な責任共有を図る制度の平成 19 年度

導入に向けて準備を行った。 

 

 

○ 「平成１９年度中小企業施策」（抄）（平成１９年４月２４日閣議決定） 

 

平成１９年度において講じようとする中小企業施策 

第４章 中小企業金融対策 

第１節 中小企業金融の円滑化・多様化 

３．信用補完制度の見直し 

平成 17 年 6 月 20 日に中小企業政策審議会基本政策部会において取りまとめら

れた「信用補完制度のあり方に関するとりまとめ」を踏まえ、必要な制度改正を引き

続き行う。 

具体的には、平成 19 年 10 月から、部分保証等の金融機関と保証協会とが適切

な責任共有を図る制度を導入することにより、金融機関による中小企業に対するき

め細かい支援及び適切な制度利用を促す。 
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◎ 「株式会社日本政策金融公庫法案」及び「株式会社日本政策金融公庫法の施行に伴う関

係法律の整備に関する法律案」の概要（抄） 
 
 

２．組織・会計経理等 
  (3) 勘定区分等 

 政策上必要な業務の的確な実施と政策の実施に係る責任の明確化の観点から、主

要施策毎に勘定区分を行い透明性を確保。（以下略） 
  (5) 国庫納付 

 政府全額出資等の新機関の性格を踏まえ、利益については、必要な準備金の積立

て以外の部分は全額国庫納付しなければならない旨の規定を置く。 
(6) ガバナンス確保のための国の関与 

政策上必要な業務を的確に実施する観点から、予算の国会議決、決算の国会提出、

金融検査の実施、定款の変更認可等の国の監督の規定を置く。 
    
 ３．業務  

(3)民業補完業務 

部分保証、証券化等の手法を活用して中小企業者等への民間金融機関による無担保

貸付の促進を図る（中略）等の観点から、以下のような民業補完業務を規定。 

①国内部門 

 中小企業者向け業務については、中小企業信用保険業務とともに、現行中小企

業金融公庫の証券化業務に、リスク補完契約（ＣＤＳ）を活用した証券化支援業

務の追加、対象債権の拡充等を行う。 

 国民一般向け業務及び農林水産業者向け業務について、ＣＤＳ契約を活用した

証券化支援業務を追加する。（以下略） 

(4) 危機対応円滑化業務等 
新機関の危機対応円滑化業務に関し、以下のような規定を置く。 

①主務大臣が、必要性を認定した場合に、新機関が、危機対応業務を行う指定金融

機関に対して必要な資金の貸付、リスクの一部補完、利子補給を実施することが

できること。（以下略） 

(5) 業務の在り方の検討 
民業補完の観点から、新機関の業務の在り方について検討を加え、必要があると

認めるときは、その結果に基づいて業務の廃止その他の所要の措置を講ずる等の規

定を置く。（以下略） 
 

平 成 １ ９ 年 ２ 月

行政改革推進本部事務局
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平成２０年度予算編成の基本的考え方について

ポイント

財政制度等審議会（平成１９年６月６日）
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Ⅰ．財政運営のあり方

２．歳出改革に向けた基本的考え方

「平成２０年度予算編成の基本的考え方について」のポイント

（１） 我が国における財政健全化の必要性

○ 経済はバブル崩壊等への対応に追われる異常な局面から脱却。一方、財政は、景気拡大による大幅な税収増がある中、な
お大幅な財政赤字を生ずる異常な状態が続いている。

○ 高齢化による社会保障支出の増加が本格化する中で、ＧＤＰ比148％もの膨大な債務は、経済・財政運営への持続性にとっ
て大きなリスク要因。

○ 安定的な経済成長のためには、経済の生産性向上のために資金が向かうとともに、国債の信認を維持することが重要。

○ 国民全体の「受益」が「負担」を上回る「中福祉-低負担」とも言うべきアンバランスな状態は、速やかに是正する必要。

（２） 諸外国における取組み

○ 人口の高齢化は、主要先進国における共通の課題。

○ 21世紀に入り、将来の人口の見通しを踏まえた50～80年の長期財政推計が米国・ＥＵ等で行われ、長期的な財政の安定性
が検証されている。

○ ＥＵでは、長期的な財政安定のために必要となる収支改善幅（「安定化ギャップ」）、収支改善を遅らせた場合の追加的国民
負担（「先送りのコスト」）を提示。

（３） 我が国の財政健全化に向けた基本的考え方

○ 財政健全化に向けては、債務残高ＧＤＰ比を安定的に引き下げていくことを目指し、プライマリー・バランスの均衡後、更に収支
を改善させることが必要。

○ 今後、歳出・歳入一体改革を進めていくに当たり、財政健全化目標の実現に向けた道筋を明らかにすべき。

○ 「基本方針2006」で示された歳出改革を計画的に実施していく必要。

○ 平成20年度予算においても、最大限の歳出削減に向けた努力を徹底して行っていく必要。

１．我が国の財政運営のあり方

9
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１．社会保障

・ 当面は地方税収の増加に伴い、地方財政の状況が引き続き改善することが見込まれるが、１９８４年度からの地方単独事業

等の大幅な増加を繰り返すことなく、「基本方針２００６」で示された歳出改革路線を堅持すること等を通じて、地方歳出を厳し

く抑制していくことが重要。

・ 地方公務員人件費について、「基本方針２００６」で示された削減方策を着実に実施することに加え、技能労務職給与につい

て地域民間給与を適切に反映すること、国家公務員給与との間で職責要素を勘案した比較を行った上で給与水準を適正化

することなど、執行面を含めて更なる改革を進める必要。

・ 不交付団体も含めた格差是正を行うため、地方税のうちでも地域間の偏在性が大きい地方法人二税について、地方消費税

における地域間の清算システムや、東京都における財政調整制度などを参考にしつつ、偏在性是正のための具体的な仕組

みを検討するとともに、諸外国の事例も参考としつつ、自治体間の水平的な財政調整制度の導入についても検討が行われる

べき。

１．社会保障

２．地方財政

・ 社会保障制度自体及びそれを支える財政の双方の持続可能性を確保する観点から、制度の聖域なく不断の見直しを行う必

要。「基本方針２００６」に示された今後の国費削減も、制度改革により確実に達成する必要。

・ 医療については、医療費や医薬品のコスト構造など医療制度が抱える課題を踏まえ、サービス提供コストの縮減、公的保険の

範囲の見直し、負担能力に応じた公平な負担等の改革に早急に取り組み、給付費を抑制。

・ 生活保護については、２０年度においても、残された課題等について、引き続き改革に取り組んで行く必要。

・ 少子化対策のうち財政支出を伴う施策については、子どもの世代に負担を先送りする形で拡充等を行うことは厳に慎まなけれ

ばならず、具体的施策の検討に当たっては、真に効果的なものに重点化すべき。

Ⅱ．各分野における歳出改革への取組み

9
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・重点化・効率化の取組みを徹底し、改革を継続。
・真に必要な社会資本整備に向けて一層の重点化。
・国・地方を通じた入札改革等により、入札談合を廃絶。
・平成２０年度以降も新たな計画により、更なるコスト縮減。
・道路特定財源については、「具体策」に基づき、改革を確実に
実現。

３．公共事業

４．文教・科学技術

・教員給与の効率化、学校の統廃合の推進等による義務教育に
かかるコストの縮減、国立大学のあり方、運営費交付金の配分
ルールについての見直し等を進めていく必要。

・こうした取組み等により、機関助成的な予算は縮減しつつ、教育
再生に資する様々な施策に予算をシフトさせていく。

・研究費の重複・集中の排除や不正使用防止を着実に実施。

５．防衛

・「基本方針２００６」における削減項目につき成果を得ていくこと
を中心に、引き続き思い切った合理化・効率化が必要。

・在日米軍駐留経費負担について、駐留軍等労働者の給与・人
数をはじめ、負担の見直し、効率化が必要。

７．農林水産

・助成措置に依存しない国内農業の体質強化のため、農地の
規模拡大・面的集積の促進等の農地政策の広範な見直し
が必要。

・米の備蓄については、需給状況等の推移を踏まえ、真に必
要な備蓄に限定。

８．エネルギー対策

・地球温暖化対策・エネルギーの安定供給確保等の重要課
題に戦略的に取り組むべき。

・特別会計の歳出水準が原則、特定財源税収に見合う、財政
構造を早急に実現すべき。

９．中小企業対策

・地域活性化や中小企業の更なる生産性向上につながる事
業への重点化などを一層徹底。

・責任共有制度を着実に実施し、信用保険収支をさらに改善
すべき。また、来年秋の日本政策金融公庫設立に向け、合
理化・効率化等を実現すべき。

１１．治安対策・司法制度改革

・治安体制整備に当たっては、一層のメリハリ付けや民間委託
の拡充等により、引き続き抑制を図るべき。

・裁判員制度の合理的な制度設計や法テラスの効率的運営。

１０．環境

・地球温暖化対策では、規制、自主的取組、啓蒙等、各政策
手段が適切に用いられる必要があり、財政措置を伴う政策に
ついては、費用対効果の高い効率的な手段に限定すべき。６．政府開発援助（ＯＤＡ）等

・ODAについては、円借款の積極的活用等によって引き続き
ODA事業量の確保に配慮しつつ、予算については削減路線を
継続。

・外交力強化については、定員を限定した公館や民間人活用、
既存公館のスクラップなど、効率化等の徹底により、歳出削減
路線との整合性を確保。
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